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教育⽬標と本年度の重点⽬標の評価

学校の教育理念・⽬標 令和2年度 重点⽬標 重点⽬標・計画の達成状況 課題と解決⽅策

本学の建学の精神は、キリスト
教の愛の精神を幼児たちの上に
あまねく注ぐ保育者の育成であ
る。聖⺟マリアを理想とする、
聖く、優しく、美しい⼈間性あ
ふれる保育者の養成を⽬指す。

１ 学校の発展のために、弛ま
ぬ変⾰が必須であり、これを全
職員の共通認識とする。
２ 組織的な学校運営の強化に
よる魅⼒ある学校づくりと教育
⼒の⼀層の向上を図る。
３ 幼児教育・保育に関する豊
かな専⾨性と⾼い実践⼒を⾝に
付けた⼈材の育成を⾏う。
４ 財務基盤の改善に尽⼒す
る。

コロナ禍の最中でも学びと教育
の質を向上させ、財政危機を回
避するため、５つを重点⽬標を
たてる。

重点⽬標① 
学⽣・教職員の健康・保健衛⽣
意識を⾼めるとともに、三密を
避ける学習・教育環境を整えて
必要な対⾯授業を⾏う。また、
ICTは遠隔授業ばかりでなく対
⾯授業においても活⽤する。

重点⽬標②
主財源である学納⾦収⼊を最⼤
化するために、⼊学者の定員確
保に努めるとともに、⼊学辞退
者・退学者の抑制をはかる。

重点⽬標③
学校運営を⽀える各教職員の業
務負荷を軽減させ、労働⽣産性
を向上させるために、より柔軟
な就業⽅式を検討する。 

重点⽬標④
校舎の設備・装置・備品を、学
習・教育効果、安全、衛⽣、清
潔、居住性、効率、省エネの観
点から順次リニューアルする。
特にICT環境の整備・強化を優
先する。

重点⽬標⑤
経営多⾓化の計画を検討する。

。重点項⽬① 
・コロナ危機最中の5⽉は、時間
割を修正してオンライン授業を
⾏い、6⽉以降対⾯授業に戻るこ
とができた。
・その後2名の学⽣が感染者とな
ったが、校内に感染クラスター
を発⽣させることなく対⾯授業
を完了することができた。
・すべての実習を実習園や施設
の現場で⾏うことができた。
・本館においてはICTを活⽤し
た授業が⾏われている。

重点⽬標② 
・２⽉までに確定した⼊学試験
合格者は全体では昨年とほぼ同
数であるが、2部に関しては低
い。
・休学者退学者数は昨年と同程
度であり、顕著な低減がないの
はコロナ感染症流⾏の影響か︖
・⼊学後の学⽣⽀援強化の状況
は次のとおりである。
・キャリア教育の充実は計画通
り実⾏され成果をあげている。
・学⽣の⾮認知能⼒状況を把握
できるAIgrowの導⼊は、予算化
したが実施できていない。
・⼊試⾯接の個⼈資料の活⽤は
未達

重点⽬標③ 
・これまでの職員の就業状況の
データをもとに、必要に応じ時
差出勤並びに在宅勤務を許可し
いてる。

重点⽬標④ 
・新館1階に男⼦トイレを新設し
た。本館教室の机と新館教室の
椅⼦を新調した。
・コロナ対策⽤の⾮接触温度計
や⾶沫防⽌セパレーターを購⼊
した。
・教室等の照明器具を増設する
とともに省エネ型に取り替え
た。
・遠隔授業対応の施設整備を⾏
った。
・図書室利⽤促進のための図書
室設備、システム整備。
・リモートワーク推進に係る
ICT機器、ICT環境整備を整備
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

中。

重点⽬標⑤ 
・⽂部科学省に申請した来年度
の通信教育⽅式教員免許更新講
習が認可された。
・聖⼼学園幼稚園ホールの2階を
改装して学童保育を⾏う計画を
杉並区に申請したが、区から厳
しい指摘があった。別の案も含
めて対応策を検討中である。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

基準1 教育理念・⽬的・育成⼈材像

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

建学の精神にのっとり、すべての⼦どもたちにあまねく「愛の精
神」を注ぎながら保育、教育を実践する⾼い資質を有する保育者を
育成する。 

教育理念、⽬的、育成すべき⼈材像については、⾮常勤講師を含め
た「職員総会」を年３回開催し、意識の共有を図る計画であった
が、新型コロナ感染症防⽌対策のため実⾏できなかった。
専任教員は全員様々な学会に加⼊し、専⾨性を向上させ、実践⼒あ
る保育者の養成に努めている。
キリスト教の博愛については、学校⾏事やミサを通して学⽣の⼼の
涵養を図っており、あわせて⼈権意識の向上に全校をあげて取組ん
でいる。
学校⾏事の中でも、新⼊⽣全員を対象にして⼆泊三⽇のスケジュー
ルで⾏われる校外セミナーは、本学の建学の精神を涵養する上で極
めて有効な通過関⾨となっていたが、新型コロナ感染症防⽌対策の
ため実⾏できなかった。
２０１９年から取り組まれているカリキュラム改正に向けて、社会
教育福祉に貢献できる保育者の⼈材の育成の⾒直しを⾏っている。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉11⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

1-1  (1/1) 

 1-1 理念・⽬的・育成⼈材像

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

1-1-1  理念・⽬的・
育成⼈材像は、定めら
れているか

建学の精神である⼦どもたちに
あまねく「愛の精神」をもって
保育することができる⼈材の育
成をめざしている。

あらゆる機会を通して建学の精
神について全職員の共通理解を
図る。⾮常勤講師に関しては年
間３回開催される職員総会の機
会を活⽤することを、計画して
いたが新型コロナ感染症の流⾏
で実⾏できなかった。

新型コロナ感染症が終息する
か、ワクチン接種が⼤幅に実施
されるまで、⾮常勤講師を含む
全教員の会合の計画は⽴てられ
ない。対⾯に代わる⼤規模なオ
ンライン会議で有効な効果が上
がるか検討だけは⾏う。

1-1-2  育成⼈材像は
専⾨分野に関連する業
界等の⼈材ニーズに適
合しているか

本校の設定する⼈材像に加え
て、業界分野が要望する資質、
能⼒、実践⼒等についても情報
収集し、教育活動に反映させ
る。

専任教員が実習巡回時に現場か
ら聴取した⼈材像に係る情報
や、学会参加並びに研修等参加
で得られた情報をもとに、教育
活動を検証し改善を図ってい
る。

実習先における多項⽬にわたる
評価を基にした事後指導の重要
性を再認識する。保育業界でも
求められるようになったIT能⼒
の習得については、通常の授業
や演習でもPCを使うことがで
きるような環境を整えている。

1-1-3  理念等の達成
に向け特⾊ある教育活
動に取り組んでいるか

年間⾏事等の機会を活⽤して、
建学の理念に精通している学監
を兼ねる神⽗が親しく学⽣に接
し薫陶する機会をもうける。

校外セミナー、⼊学感謝ミサ、
クリスマスミサ、卒業感謝ミサ
等の機会に設定する神⽗の講話
により、学⽣の啓発につなげる
計画であったが、新型コロナ感
染症流⾏のためセミナーハウス
や教会が使⽤できず、校外セミ
ナー、ミサは中⽌した。その代
わりに、⼊学式、特別教養講
座、卒業式における神⽗様の講
話で⼀定の⽬的を果たすことが
できた。

多⼤な経費と職員の労⼒を要す
るため、校外セミナーの継続の
是⾮が検討課題になっている。
可能な限り多くの職員が実際に
参加して絶⼤な教育効果を⽬の
当たりにする機会を増やし、継
続のコンセンサスを強化する。
新型コロナ感染症流⾏の影響で
校外セミナーの会場であった天
城⼭荘が閉館となった。来年度
以降、例えば国⽴⼥性教育会館
などを利⽤し、学校に集合して
バスで⾏く代わりに現地集合
し、宿泊⽇数を減じる、あるい
は⽇帰りとするなどの新しい計
画が検討されてる。

1-1-4  社会のニーズ
等を踏まえた将来構想
を抱いているか

⾏政や社会の動向を的確にとら
え、本学の将来構想を描いてい
る。

学校経営に特定課題として関連
項⽬を設定し、その取り組みに
よって特⾊化を図っている。
（保育⼠等キャリアアップ研
修、学び直し講座等)
⽂部科学省に申請した来年度の
通信教育⽅式教員免許更新講習
が認可された。

保育⼠等キャリアアップ研修や
学び直し講座では、多くの受講
者を受け⼊れ⼤変好評を博した
が、担当する教職員が多忙を極
めた。労務等の軽減を⼯夫する
必要がある。
保育⼠等キャリアアップ研修並
びに教員免許更新講習をe-ラー
ニングで⾏る計画が認められた
ので、システムの構築が喫緊の
課題である。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

建学の精神は学校の存在意義であり、全職員がその具現化のために尽⼒できる
ように学校運営を⾏う。 

新⼊⽣が校外セミナーで「愛の精神」を学ぶ絶好の環境を整えていた天城⼭荘
（キリスト教関連施設）閉館となった。 
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最終更新⽇付 令和2年11⽉18⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

基準2 学校運営

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

明確な⽅針の柱を定め、組織的な運営を⾏う。
１ 教育⼒を有し、専⾨性豊かなな職業⼈の育成を⾏う。
２ 地域や社会に開かれた学校づくりの取組を⾏う。
３ ⼊⼝教育、在学時教育、出⼝教育の柱を確⽴し、教育の⼀層の
信⽤を確⽴する。 

協働体制を整え、また、職員の処遇改善を含めた⼈材活⽤を⾏う。
90年間の歴史に基づく改⾰を検討し、学園の⼀層の発展を期す。 
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最終更新⽇付 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

2-2  (1/1) 

 2-2 運営⽅針

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-2-1  理念に沿った
運営⽅針を定めている
か

組織的な学校運営を⾏い、校⻑
が中⼼となって理念に沿った運
営⽅針を保守している。

理事会で決定される「事業計
画」の原案を校⻑が出席する事
業計画推進会議で策定し、定期
的に計画の推進状況を把握し、
議事録や職員会議での報告等に
より全職員に伝達する。
理事会・評議会の議事録が全専
任職員に伝達されている。

数多く在職する⾮常勤講師への
情報伝達および意⾒交換は年3
回開催される職員総会で⾏う計
画であったが、新型コロナ感染
症防⽌対策のため実⾏できなか
った。

・「令和２年度事業計画」

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

学校全体が⽬標に向かって推進⼒を有し始めた。  
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最終更新⽇付 令和3年3⽉11⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

2-3  (1/1) 

 2-3 事業計画

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-3-1  理念等を達成
するための事業計画を
定めているか

理念に基づく事業計画である事
を最終的に認めるのは理事会で
あり、校⻑が理事会に⽰す事業
計画案は事業計画推進会議で策
定する。各部⾨を代表する推進
会議委員を通して、細部にわた
って事業計画案に関する意⾒も
集約できる。

理事会で決定される「事業計
画」の原案を校⻑が出席する事
業計画推進会議で策定し、定期
的に計画の推進状況を把握し、
議事録や職員会議での報告等に
より全職員に伝達する。

事業計画推進会議が適切に機能
している。
⾮常勤講師に対する⼗分な情報
伝達および意⾒集約等について
検討の余地がある。

「令和２年度事業計画」

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

各部⾨の連携により、事業の意義が全職員にわかりやすく認識され、かつ、成
果を有し始めている。 

学外向けの事業計画である教員免許更新講習が認可されたのは経営多⾓化の観
点からも重要な成果である。保育⼠キャリアアップ研修とも合わせてe-ラー
ニングによる通信教育で⾏う事業は受益者にとっても有益な事業となる。 
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最終更新⽇付 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

2-4  (1/1) 

 2-4 運営組織

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-4-1  設置法⼈は組
織運営を適切に⾏って
いるか

法⼈傘下には本学の他に併設幼
稚園が2園あり、校⻑は職指定
の理事と評議員を兼ね、2園の
園⻑は評議員を兼ねている。法
⼈内の組織的運営が担保されて
いる。

定期的に開催される所属⻑会議
には理事⻑、幼稚園担当理事、
校⻑、２園⻑、事務⻑が出席
し、情報交換する。理事会、評
議会開催前に、各部⾨の事業計
画案も伝達しあい調整する。

円滑に運営されていて、特段の
課題はない。

寄付⾏為を改正して評議会メン
バを増員し、事業推進会議の重
要メンバーでもある副校⻑と事
務⻑を加えて、より緻密な運営
ができる体制を整える。

寄付⾏為

2-4-2  学校運営のた
めの組織を整備してい
るか

基本組織の位置づけと共に、委
員会組織の役割を検証し、業務
効率の向上に向けた整備を⾏っ
ている。各委員会の規則を現状
に合うように随時改定する。
運営の効率化、情報交換時間の
節約のために⽋かせない電⼦化
を推進する。

限られた職員数での業務遂⾏の
ための協働体制を整える。
職員共⽤ホルダ、経理、教務事
務、⼊試事務、キャリアセンタ
ー、図書館の電⼦化を進める。

限られた職員数での業務遂⾏の
ための協働体制が徐々にできて
いる。実際の業務に則したさら
なる組織の⾒直しが求められ
る。

図書館の電⼦化はほぼ完成した
が、実⾏が遅れているので、迅
速化が課題である。

新組織図検討中

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

組織的な運営状況がより⼀層深まりを持ち始めている。  
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最終更新⽇付 令和2年10⽉28⽇ 記載責任者 ⾜⽴ ⼀志

2-5  (1/1) 

 2-5 ⼈事・給与制度

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-5-1  ⼈事・給与に
関する制度を整備して
いるか

学園職員給料表を整備し、適正
な給与⽀給を⾏う。⼈事は効率
を重視して適材適所を重点に検
討する。給与規程の改訂を⾏
い、年齢給から職能給へのシフ
トを⾏い、若年層や成績優秀者
への配慮を⾏っていく。

同⼀業務が⻑期化しており業務
効率の⼀層の向上が求められ
る。⼈事考課、資格等を配慮し
た待遇改善を図りつつ⼈事配置
の⾒直しをする。
職員1名について教務部から管
理部への⼈事異動を⾏った。
業績評価の仕組みを導⼊し、努
⼒した職員に報いる⽅法を検討
している。学校業務に資する資
格取得者について資格⼿当を⽀
給する給与運⽤規則を改定し
た。公認⼼理⼠の資格を取得し
た専任教員にこの規則を適⽤し
⼿当を⽀給した。給与規程等の
改訂を⾏い、年齢給から職能給
へのシフトをはかり、若年層や
成績優秀者への配慮を⾏う。

学校に貢献した職員への就業規
則に基づく特別賞与等による配
慮を積極的に⾏う必要がある。
そのためにも財務状況の改善が
急務であり、強化した学⽣定員
確保の活動を継続するととも
に、学外からの寄付を受け⼊れ
る体制を整える。
若年者の給与をかさ上げし、い
わゆる年功序列型の⽼齢者の年
齢給昇級を抑え、評価に基づく
職能給重視の新しい給与体系を
導⼊する。

就業規則
給与別表
給与運⽤規定
職員名簿
寄付⼿続きの説明書

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

⼈事は適材適所を第⼀とする。給与は⼈事考査結果を重視し、年齢給から職能
給へのシフトと共に、若年層や成績優秀者への配慮を⾏う。 

本学園の⼈件費は過去年毎に⾃動的に昇給していたため経常収⼊を超える事態
を招いた。学園存続のため全体的な抑制は必要であるが、努⼒や効果を上げた
職員への配慮を⾏うとともに、業務分担の効率化、⼈材の適性配置に努める。
⽀出抑制のため⼈件費の再配分、管理職の⼿当、賞与の削減に着⼿してい
る。 
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最終更新⽇付 令和2年11⽉18⽇ 記載責任者 ⿑藤 ⼀美

2-6  (1/1) 

 2-6 意思決定システム

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-6-1  意思決定シス
テムを整備しているか

校⻑のトップダウンが基本であ
るが、全職員からのボトムアッ
プも最⼤限に尊重する。

校⻑が意思決定を⾏う前に、教
職員の様々な意⾒等をくみ上げ
るボトムアップの受け⽫ともな
り、決定の内容を精査する事業
計画推進会議を整備する。

事業計画推進会議は想定通りの
機能を果たしている。
⾮常勤職員との関わり合いを如
何に図るかが検討課題である。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

全体として、⽬標に向かって着実な業務進⾏ができている。⾮常勤講師の意識
を⾼めることにやや難がある。
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2-7  (1/1) 

 2-7 情報システム

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

2-7-1  情報システム
化に取り組み、業務の
効率化を図っているか

①学籍管理システム「School
Leader」に「実習管理」「就
職管理」機能を追加し業務の効
率化を図る。

②School Leaderの「掲⽰板機
能」「相談・⾯談記録」機能に
ついて教職員に改めて周知を⾏
い、学⽣への情報発信及び学⽣
の状況把握の共有化を進める。

③学⽣募集管理システム
「evo」の昨対データなどを⽤
いてデータ分析を⾏い、効果的
な募集計画及び接触者管理を⾏
い、定員確保を⽬指す。

④過去学籍簿の電⼦化（PDF
化）作業を進める。具体的には
分量が多いため、今後3〜4年
をかけて使⽤頻度の⾼い過去年
度から順次過去学籍簿を電⼦化
し、卒業年度や名前から卒業⽣
の学籍簿を検索・閲覧できる仕
組みを構築する。

⑤本館2階教室でPC60台を使⽤
した授業を⾏える環境を昨年よ
り整備し、ICT活⽤を⽬指す。
（電源増設、教職員とは分離し
たネットワーク、Wi-Fi、プリ
ンタ等の環境整備含む）

⑥学校ホームページやSNSの更
新、また今年よりデジタルサイ
ネージを取り⼊れ情報発信に活
⽤し、学校紹介イベントの参加
者や受験⽣を集客し出願につな
げる。

⑦会計システム、出退勤管理シ
ステムを実態に合わせて適宜設
定変更・運⽤管理を⾏う。

⑧常に学内業務の効率化に資す
るシステムに関する情報収集を
⾏い調査の上、事業計画推進会
議へ提案・検討を⾏う。

⑨学内ファイルサーバー、及び
各種管理システム（出退勤・学
籍・募集・会計）に対してバッ
クアップを定期的に実施し、セ
キュリティ体制を確⽴する。

①School Leaderの「実習管
理」「就職管理」機能の運⽤開
始をしたところ、当校の保育科
に適した機能ではなく⼊⼒がし
づらいため、⼊⼒できていなか
ったが、業者との話し合いにて
現在は改善され、データで取り
込めるようになる（項⽬に合わ
せる）
また、学籍に関する機能も不具
合が⾒られたが、学籍に関する
機能はパッケージのため東京保
育の学籍簿に合わせることにな
っている。（調整中）

②School Leaderの「相談・⾯
談記録」「掲⽰板機能」とも使
⽤できていない。使いづらさが
あるのか確認したところ、「相
談・⾯談記録」については、今
後使⽤していきたいとカウンセ
リング担当が検討。「掲⽰板機
能」はclassroomをメインで使
⽤しているため、今年度は使⽤
せず。

③学⽣募集「evo」は問題なく
運⽤し、集計や統計にも有益で
ある。

④今年度は担当者不在のため、
平成23年度以降の電⼦化作業
は中⽌とした。

⑤前年度は本館2階の電源増
設、回線移設、Wi-Fi整備、PC
の⼿配、プリンタ設置等すべて
完了した。今年度はその他の校
舎全体を準備している。

⑥今年度の前半は学校ホームペ
ージの更新が遅れてしまってい
たが、後半は適宜更新し情報発
信に努めている。SNSは広報・
企画戦略室⻑や教務主事と業務
を分担し、昨年よりも投稿回数
を増やし、フォロワー数も確実
に増やしている。

⑦システムの運⽤により、正確
さだけでなく集計や統計など便
利に利⽤できている。このシス
テムを利⽤して、教職員の働き
⽅改⾰に繋がる勤務体系（就業
規則）を検討している。

⑧Classroomアプリを始めとし
たGoogle for Educationはオン
ライン授業の成果もあり、現在
も便利に利⽤している。

⑨既存システムのデータ更新は
随時⾏えるようにしており、共

①不都合や不具合に関して、業
者と打ち合わせを⾏い改善され
作業が進んでいる。さらに運⽤
を進めながら再調整を⾏ってい
く。

②School Leaderの「掲⽰板機
能」は使⽤しないという選択肢
も検討していく。「相談・⾯談
記録」は、教務部にて使⽤する
⽅向で検討を予定している。

③学⽣募集「evo」について、
アクセス出来る職員を増やし、
広報・企画戦略室⻑の業務負担
の削減を検討したが、現在は時
期早々と結論し、当分の間は現
在の運⽤でおこなうこととす
る。

④準備でき次第、引き続き残り
の学籍簿について実施予定。

⑤次年度に向けて業者と準備
中。

⑥学校ホームページやSNSの内
容の充実を図るため、全教職員
に声をかけながら授業の様⼦な
どの記録を率先しておこなう。

⑦出退勤時の打刻は習慣化さ
れ、システム管理者側は便利に
利⽤しているが、利⽤者（教職
員ほか）は不便に感じていない
か、適宜聞き取り調査、確認を
していきたい。

⑧Google for Educationについ
て、今年度はオンライン授業だ
けでなく対⾯授業においても課
題提出等によってかなり活⽤し
た。今後も便利に利⽤できるよ
う次年度に向けて準備をしてい
きたい。

⑨アクセス権管理は適宜⾏って
いるが、学校法⼈としての情報
セキュリティポリシーの策定が
まだ出来ていないため、情報セ
キュリティポリシーを策定し、
禁⽌事項などを明⽂化していき
たい。

・学校法⼈ 聖⼼学園 ネットワ
ーク構成図

・School Leader Webポータ
ル⼿順書

・School Leader教務システム
帳票集

・パワフル会計「学校」画⾯＆
出⼒帳票サンプル集（冊⼦）

・お気軽図書館6 操作マニュア
ル&印刷サンプル
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最終更新⽇付 令和3年3⽉6⽇ 記載責任者 添野 公雄
⼩野 ルリ⼦

有サーバーのバックアップにつ
いては⽇次で⾏っている。アク
セス権管理は教職員のID/パス
ワードで⾏っており、外部ネッ
トワークからのアクセスは禁⽌
している。
また、全クライアント端末にウ
ィルス対策ソフトウェアをイン
ストールしている他、学校法⼈
内からのインターネット接続に
関しては出⼊⼝を⼀本化した上
でUTM(セキュリティルーター)
を設置し、セキュリティを⾼め
ている。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

今年度は様々なシステムの導⼊や移⾏を積極的に進めてきたため、学内情報共
有化の⼟壌が出来つつある。今後はまだ使いこなせていない機能の指導や啓発
を継続的に⾏い、システム操作の習熟による更なる業務効率の改善、共有化を
進め、教職員による学⽣対応の質の向上に寄与していきたい。 

各々の業務のシステム化により業務改善を図っている途上であるが、各システ
ムで管理しているデータの連携、データ参照から得られる業務改善ポイントの
洗い出しなどの作業も⾮常に重要である。
また、システム化はゴールではなくスタートでありシステムを利⽤した業務改
善を⾏っていくことが必要である。各⼈の個別業務の枠を越え、協⼒できるこ
とは協⼒し合いながら、これまでの慣例にとらわれることなく教職員⼀⼈ひと
りが業務改善に向け積極的な姿勢を持つことが求められる。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

基準3 教育活動

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

本校の教育理念・⽬的・育成⼈材像については、学校紹介パンフレ
ット、ホームページ、学⽣必携等に分かりやすく具体的に⽰してい
るので、学⽣・教職員にもよく周知されている。学外への公表は、
主にホームページで⾏っているが、本校を⽬指す学⽣にとっては特
に好評であり、今後も内容の充実を図っていく。2020年度の新型
コロナ対策として、「クラスルーム」を利⽤した遠隔授業（オンラ
イン授業）を展開した。なお、実技科⽬は確実な技術習得の必要性
から、学⽣が登校して授業を⾏っている。他の科⽬も⾮常事態宣⾔
解除後は、対⾯授業を⾏い授業内容を確実に習得させることに努め
ている。
 

授業内容を、法令に定める内容に適⽤するよう改善し、学⽣に修得
可能で必要な知識・技能を明確に⽰していく。加えて、⼀般教養科
⽬を増やし学校の特性を活かした教育課程（⾳楽科⽬、児童⽂化科
⽬など）の充実に努めていく。特記すべき点として、学⽣⾃⾝が学
修成果を振り返るための「履修カルテ」の活⽤が有効に働いてい
る。加えて、保育者として⼤切な「カトリック教育における寛容・
忍耐の精神」について考える機会として、宗教学授業やミサの⾏事
が有効な学習の場となっている。教職員の勤務状況については、各
⾃が学⽣⽀援にしっかり取り組めるよう、よりよい学校運営を図り
たい。加えて、教員のための教育研修の充実も図りたい。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

3-8  (1/1) 

 3-8 ⽬標の設定

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

3-8-1  理念等に沿っ
た教育課程の編成⽅
針、実施⽅針を定めて
いるか

理念、⽬的、育成⼈材像などを
盛り込んだ教育課程を⽂書化し
明確に定め、カリキュラムを⼯
夫し、実現を図っている。

当校のカトリックの理念に基づ
き、謙虚、寛容の精神を養い、
忍耐をもって勉学に励む教育に
取り組んでいる。「また「保育
教職実践演習」では、過去の学
びも振り返りながら、専⾨職と
しての資質能⼒の充実に取り組
んでいる。法令に定める内容に
添う形で、教職員と話し合い改
善を⾏いつつ、職業教育の⽅針
を定めている。

授業の内容(進め⽅）について
は、1年を通して落ち着いてき
たが、オンライン授業などがあ
り、やや混乱した⾯が⾒られ
た。学⽣が保育者として必要な
能⼒を形成しているかという点
については、今後さらなる改善
を図るところである。特に、科
⽬ごとに成績の差が⽣じてしま
うことがあるので、互いに教え
合うといった取り組みが必要だ
と考えている。そのためにもア
クティブラーニングを視野に⼊
れた授業に⼒を⼊れていきたい
と考えていたが、新型コロナウ
ィルスの影響でグループ討議が
しづらく、思うような授業展開
ができなかった

学校紹介パンフレット
学⽣必携・教育課程表
シラバス

3-8-2  学科ごとの修
業年限に応じた教育到
達レベルを明確にして
いるか

各学科ごとに担当者が指導内容
を理念に適合するようチェック
し、教育到達レベルをシラバス
等で明⽰している。資格免許取
得に⾒合った到達レベルになる
よう、学習指導にに努めてい
る。

教員から提出されたシラバスの
内容をチェックし、学校が⽬指
す育成⼈材像に照らして、⾝に
つけるべき専⾨性や技能が習得
できているか、また、「履修カ
ルテ」なども有効に活⽤し、担
任からのコメントと共に、資
格・免許の取得の意義や⽀援体
制を明確にしている。

教育到達レベルは、シラバス等
で明⽰しているが、シラバスは
各教員に任せている。改善すべ
きところは改善するよう促し、
意思統⼀をしているところであ
る。加えて、学⽣に対するアン
ケートも参考にしながら、改善
を図っている。

シラバス
履修カルテ

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

3－8－1について、やや基準を満たすことができなかった。その理由として
は、新型コロナウィルスの影響で、宗教⾏事の「ミサ」が中⽌となり、育成⼈
材像などの啓発に影響が出た。 

ミサ︓本校の特⾊である⼊学感謝ミサ、クリスマスミサ、卒業感謝ミサは、新
型コロナウィルスの影響で、いずれも中⽌になった。
実習関係︓「実習の⼿引き」の中で、建学の理念と本校が⽬指す保育者像につ
いてふれている。なお今年度1部2年⽣、2部3年⽣は実習前がオンライン授業
となり、対⾯による指導が不⾜気味となり、学⽣にやや不安感が⽣じたが、実
習は全て外部実習を⾏い、就職に向けて実りあるものとなった。
教養特別講座︓多くの保育経験者のお話を聞き、当校の理念とのすり合わせを
実施し、スキルアップに繋げている。
保育教職実践演習︓「履修カルテ」（毎年記⼊）の中の、履修科⽬の振り返
り、出⽋、成績の記録、⾃⼰評価チェック（⽇常⽣活、授業など）、資質能⼒
についての⾃⼰評価などの到達レベルを確認している。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

3-9  (1/1) 

 3-9 教育⽅法・評価等

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

3-9-1  教育⽬的・⽬
標に沿った教育課程を
編成しているか

「幼稚園教諭指導要領」ならび
に「保育所保育指針」の内容に
添う形で編成している。また、
それに合わせて、学科ごとの担
当者が内容の向上に努めてい
る。

「学⽣必携」の教育課程表に
は、授業の科⽬区分や専⾨科
⽬・⼀般科⽬、必修・選択別、
単位数、授業形態(講義、演
習、実習）の明⽰をし、学⽣に
周知している。

教員の個別の能⼒（オリジナリ
ティー）を活かしつつ、「幼稚
園教諭指導要領」ならびに「保
育所保育指針」の内容を考慮し
ながら、学⽣のレベルに合わせ
た授業の展開⽅法がしばらく課
題となる。シラバスにおける、
授業科⽬の到達⽬標に照らし、
授業内容・授業⽅法を⼯夫(教
材の開発含む）するなどの点を
引き続きに取り組んでいく。加
えて、アクティブラーニングの
授業形態を少しずつ増やしてい
きたい。今年度は新型コロナウ
ィルスの影響で、逆に減らさざ
るを得なかった。教育課程は定
期的に⾒直し、社会のニーズを
常に反映させていきたい。

「学⽣必携」
「教育課程表」

3-9-2  教育課程につ
いて、外部の意⾒を反
映しているか

教育課程の在り⽅について、外
部の意⾒を参考に、改⾰に繋げ
ていきたい。

教育課程編成委員会において、
各⽅⾯からの意⾒交換会議を年
２回のペースで⾏っている。ま
た、卒業⽣の就職先等の意⾒聴
取や評価も⾏えるよう準備して
いる。なお今年度の教育課程委
員会は、オンラインで実施し
た。

現実の中に、課題で反映された
内容を組み込むことに努⼒を要
するが、⼀歩ずつ前に進めてい
きたいと考える。

「教育課程編成委員会」資料、
ならびに議事録等

3-9-3  キャリア教育
を実施しているか

保育者として⽣涯にわたるキャ
リア形成を進める。
⾃⼰のキャリアを⾒据えた進路
決定に向けて社会⼈としての資
質能⼒、教養を深めるよう努め
る。

最終年次前期授業の「キャリア
教育」において次のような取組
みを⾏う。
・キャリアプランシートによる
キャリアプランニング作成
・保育者に関わる課題と現況の
理解
・労働基準法等による関連法規
の理解
・社会常識問題への取組み

キャリア教育は、⼊学当初から
の継続的な指導が必要であり効
果的であるので、１年次の教育
課程に設定することが望ましい
が、ＨＲの時間を定期的に活⽤
することで、２年次の「キャリ
ア研究」につなげる。

「働くこと」と「労働法」〜⼤
学・短⼤・⾼専・専⾨学校⽣等
に教えるための⼿引き〜（厚⽣
労働省）

3-9-4  授業評価を実
施しているか

学⽣にアンケートをして、授業
の評価を実施する。また、教員
同⼠が、授業を観察し合い、よ
り良い⽅向性を⾒出していく。

昨年度は、年に2度（前期10
⽉、後期2⽉）学⽣にマークシ
ート⽅式によるアンケートを実
施して、授業評価を確認した。
今年度も同様に⾏う。授業評価
結果は教務会において開⽰し、
教員にフィードバックし、改善
を図っている。

アンケートの調査⽅法について
は、本年度はマークシート⽅式
をとるが、来年度はスマホ、
PC上で⾏えるようにし、より
具体的に学⽣からの意⾒を把握
したい。前期はオンライン授業
が多く、教員同⼠で授業を観察
することはできなかった。来年
度は教員同⼠が授業評価できる
体制を模索したい。

学⽣による授業評価アンケート

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

カリキュラム⾃体が資格取得につながるため、学習指導全体がそのための体制
となっている。個々の学⽣によって苦⼿の分野は異なるが、保育者になるため
に必須な知識や技能の習得に向けて、専任教員を中⼼に親⾝の個⼈指導を⼼が
け、学⽣の挫折防⽌を図っている。 

⽂章検定︓保育者として必要な⽂章検定を実施し、毎年のレベルアップを図っ
ている。
実技科⽬の授業は、コロナ禍の中、感染防⽌対策を万全にし、対⾯で⾏った。
本校の特⾊であるピアノの授業は、本校に30数台あるピアノをフルに活⽤
し、密にならないよう対策を講じて、⾏った。
他の授業は、当初オンライン授業を⾏った。このため本年度の1年⽣について
は、「校外セミナー」の中⽌やオンライン授業により、対⾯による指導や、コ
ミュニケーション不⾜から、不安定要素が⽣じた。 
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最終更新⽇付 令和2年10⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

3-10  (1/1) 

 3-10 成績評価・単位認定等

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

3-10-1  成績評価・
修了認定基準を明確化
し、適切に運⽤してい
るか

⽂部科学省が定める「幼稚園教
諭⼆種免許状」と、厚⽣労働省
が定める「保育⼠資格」と同等
の教育課程評価基準を遵守する
こと。

成績評価における客観的な指標
としてGPA⽅式を⾏い、学習指
導に活⽤している。成績評価の
基準を適切に運⽤するため、会
議等で客観性や統⼀性の確保に
取り組んでいる。単位認定と成
績評価の基準は、「学⽣必携」
に明確に定め、教職員ならびに
学⽣に周知徹底している。ま
た、新学期のオリエンテーショ
ンでも再認識させている。

各教科の先⽣⽅に、成績評価は
⼀任されているが、学校の評価
基準に照らし合わせるなどして
確認している。また、成績評価
が難しい場合は、どのように対
応していくかなどを、会議等で
確認をし、学⽣に応じた追加の
指導（補講）を⾏い、基準に近
づけるようにしている。

学⽣必携

3-10-2  作品及び技
術等の発表における成
果を把握しているか

図画⼯作、児童⽂化等の授業評
価は、作品提出で⾏っている。
また⾳楽や体育における評価は
実技発表で⾏っている。

図画⼯作、児童⽂化等の作品は
例年、⽂化祭で展⽰していた
が、本年度は、新型コロナウィ
ルスの影響で中⽌した。なお実
技的な科⽬については、授業を
前期から後期に変更した。⾳楽
器楽における演奏発表は複数の
担当者で評価するとともに、他
の学⽣も演奏を聴くことで成果
を発表している。

制作や技術中⼼の授業は苦⼿意
識を持つ学⽣が少なからずいる
が、作品や発表の結果だけな
く、本⼈の努⼒の過程をも含め
ての評価を⼼掛けたい。

図画⼯作教材
児童⽂化教材
⾳楽教材
ホームページ（学園祭）

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

基準を満たしている。学⽣必携に評価基準を明確化し、個別の成績評価につい
ては「教務会議」にて［履修審査］［実習審査］［卒業審査］などを⾏ってい
る。なお、基準に満たないものは、補講や課題などを与え、これを完了し基準
に近づけている。
 

成績評価については、掲⽰と共にポータルサイトで各々の成績が確認できるよ
うになっている。
今年度はコロナ感染防⽌のため、⽂化祭が実施されず、例年⾏ってきた児童⽂
化、図画⼯作等の作品発表は⾏わなかった。今後どのような⽅法があるか、模
索していきたい。
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最終更新⽇付 記載責任者 ⿑藤 ⼀美

3-11  (1/1) 

 3-11 資格・免許の取得の指導体制

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

3-11-1  ⽬標とする
資格・免許は、教育課
程上で、明確に位置づ
けているか

「幼稚園教育要領」「保育所保
育指針」を活⽤し、資格取得の
意義などを学習させる。

「教育実習」「保育実習」等、
実習にかかわる授業に加え、
「保育教職実践演習」の授業で
資格取得の意義についての取り
組みを⾏っている。
⼊学前の学⽣に対し、募集⽤パ
ンフレットで、資格免許に関す
る教育課程を⽰している。

理解の遅い学⽣や、勉強以外の
⾯で（メンタル⾯）、今後どの
ように指導していくかが課題と
なっている。

幼稚園教育要領
保育所保育指針
学⽣募集⽤パンフレット

3-11-2  資格・免許
取得の指導体制はある
か

免許取得上重要な科⽬について
は、別途指導体制を組んでい
る。キャリアセンター主導によ
る指導⽅法により、指導を⾏っ
ている。

「教育実習」「保育実習」等、
免許取得で特に重要と思われる
時間において、⼀定レベルに満
たない学⽣に対しては、補講や
課題提出を⾏っている。模擬試
験を実施したり、啓発を⾏った
りしている。授業「進路就職相
談」では全体指導、個別指導を
⾏う。

⼊学当初からの意識づけが重要
であり、指導⽅法に⼯夫を要
す。また、補講などは授業時間
以外で組むため苦労を有してい
る。今後の課題でもある。

進路就職相談における学習資料

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

⽂部科学省の再課程認定の取得後、改めて本校の教育が果たす社会的意義が職
員にも学⽣にも⾒直されている。 

平素の学業に努⼒しながらも、教育実習、保育実習の段階で学⽣が⼤きな挫折
を味わう事案が多く⾒受けられる。学術性や実技性を⾼めながらも、現場での
実践⼒を⾝に付けさせるために、あらかじめ学⽣個⼈個⼈が有する⾮認知応⼒
を知る必要がある。 
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最終更新⽇付 令和2年10⽉9⽇ 記載責任者 ⿑藤 ⼀美

3-12  (1/1) 

 3-12 教員・教員組織

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

3-12-1  資格・要件
を備えた教員を確保し
ているか

確実に確保する。 指導⼤学や関連教育機関等の⼈
脈を活⽤して⼈材を集め、教員
審査を厳格に⾏って、必要な資
格と科⽬担当要件を満たす教員
を確保している。

実務経験教員の確保は困難な⾯
が増してきた。
同じ学校法⼈内の幼稚園の教員
が⼤学や⼤学院で学ぶことを⽀
援しており、実際に修⼠号を取
得した者もいる。

3-12-2  教員の資質
向上への取り組みを⾏
っているか

専任教員には論⽂執筆を義務付
け、研究⼒の向上を図ってい
る。

学会発表、研究依頼等を積極的
に認め、参加させている。

教員によっては、多忙感が増し
疲労の感もうかがえる。教員間
の負担の平準化、ＩＴの活⽤に
よる業務負担の軽減化を図る。

3-12-3  教員の組織
体制を整備しているか

より良い組織体制の整備を⼼が
ける。

⽉間2回の教務会議を⾏い、各
教員の職責を果たすように、ま
た、教員同⼠の連携を深めるよ
うにしている。

業務推進のために時間内勤務に
はならず、慌ただしさが拭えな
い。IT・共有ホールダーの更な
る活⽤を検討する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

常に⾃⼰の資質や能⼒の向上を図るために努⼒することを推奨している。ま
た、組織的な動きを⼤前提に共通業務を推進するよう⼼掛ける。
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最終更新⽇付 令和2年10⽉9⽇ 記載責任者 原⽥ 和明
今井 まり

基準4 学修成果

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

各教員が幼稚園教育要領、保育所保育指針を踏まえ,専⾨的職業⼈
として卒業までに⾝につけるべき資質・能⼒をシラバスに提⽰し
た。学⽣はシラバスから授業内容を理解し、将来の保育者を想定し
⽬標をもって授業に臨むことができた。引き続き充実に努⼒した
い。
授業担当の各教員が専⾨性を活かしながら、アクティブラーニンン
グの視点に⽴って創意⼯夫した授業展開を⾏うことに努め、学⽣は
能動的、主体的に楽しく課題に取り組むことができるよう、引き続
き努⼒していきたい。
幾つかの授業では具体的な保育場⾯を想定し、問題提起をしながら
グループ討議を⾏い、学⽣は実践的、協調的に問題解決する⼒を養
うことができた。 

学期ごとに履修カルテで授業や実習での学びを振り返り、⾝につい
たことや⾃分の今後の課題を明確にし、保育者として修得すべき事
柄に⾒通しをもって取り組めるようになった。
各学⽣の資質や能⼒に応じ、学習態度の改善、補いを個々に⾏う指
導により、各学⽣の学習意欲の向上が⾒られている。
実習や実習事前学習、地域の⼦どもたちへのボランティア活動等を
通して乳幼児期の育ちの姿について具体的に理解することが出来て
いる。その姿を保育理論と結び付けることで、乳幼児への考察を深
めることにつながった。学修成果をさらに深める意味においても引
き続き、継続していきたい。加えて、実習事前学習についても、実
習前に獲得が必要な学修成果について考察を深めたい。
就職者の就職先施設種別の割合にやや偏りがみられるため、学校と
しての就職指導⽅針との関係性を再分析し、バランスを検討課題と
していく。
卒業後、⼤学への編⼊（主に幼児教育分野）という点についても、
今後応援できるような検討を⾏っていきたい。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

4-13  (1/1) 

 4-13 就職率

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

4-13-1  就職率の向
上が図られているか

・就職希望者の就職率100％達
成を継続する。
・保育⼠資格・幼稚園教諭２種
免許状を活かした就職率をいっ
そう⾼める。
・就職先、就職者数、就職率等
の推移を正確に把握するととも
にデータとしての資料活⽤化を
図る。

・新型コロナウィルスの影響で
実習、前期試験がずれ込み、就
職活動と実習が同時期であった
が、積極的に園⾒学、採⽤試験
に取り組ませた。この結果、例
年と同様のペースで内定をいた
だくことができた。
・幼稚園への就職活動が⽐較的
早く進んでいる。

・実習前でも園⾒学、採⽤試験
に積極的に取り組ませている。
・幼稚園を2園併設する養成校
として、幼稚園への就職者数を
増やしたい。

・過去５年間の就職者数・就職
率データ

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・就職希望者の就職率は、今年度も100％を達成できた。
内訳は保育園70％、幼稚園こども園20％、施設10％であり、資格を活かした
就職率は100％であった。
公務員試験では、東京都福祉Ⅱ類に2名が合格した。板橋区、新宿区、渋⾕区
福祉Ⅱ類に各1名が合格した。このほか⾃治体が設置した東京都社会福祉事業
団、三鷹市社会福祉事業団、渋⾕区社会福祉事業団、武蔵野市こども協会に合
計10名が合格した。 

・9割の学⽣が採⽤試験と実習が重なったが、園⾒学を「公⽋」としたこと
で、落ち着いて積極的に取り組む姿勢が⾒られた。
・保育園８割と幼稚園・こども園２割の⽐率であるが、幼稚園への就職は⼀定
の割合で確保している。
・実習評価、前期試験結果により、卒業の⾒込みが明確でない学⽣には就職活
動を許可しないことで、内定辞退ということは避けられており、内定先からの
信頼度は⾼い。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

4-14  (1/1) 

 4-14 資格・免許の取得率

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

4-14-1  資格・免許
取得率の向上が図られ
ているか

・卒業と同時に全員、幼稚園教
諭２種免許状、保育⼠資格を取
得することができる。

・卒業と同時に資格取得となる
ため、⽋席時数等で単位未修得
にならないように学年担当教員
が指導にあたる。学⽣⾃⾝が受
講を⾃⼰管理し、⽋課時数の確
認や成績も確認できるように
Weｂポータルサイトが整備さ
れている。
・保育専⾨職の魅⼒を知ること
が、学習意欲の基となるので、
⼊学後できるだけ早い時期にキ
ャリアセンター⻑から保育専⾨
職ガイダンスを⾏う。

・学⽣には、Webポータルサイ
トで⾃⾝の出⽋席状況を確認す
るよう、指⽰している。⽋席、
遅刻が⽬⽴つ学⽣、学習や⽣活
習慣に課題のある学⽣に対して
は、学年担当教員及びスクール
カウンセラーが⽀援している。

学則
教務内規

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・卒業することで2つの資格取得となるため、取得率は100％であるので、休
学や再履修等が発⽣しないよう、普段の学校⽣活や学習状況を把握しながらの
個別指導が重要である。 

・クラス担任、スクールカウンセラー、キャリアカウンセラーと共に「チーム
学校」の視点に⽴った学⽣⽀援を⽬指してきたが、学⽣の質の変化や教育課題
の複雑化に伴い、個別⽀援という観点からの指導体制と実践⽅法が求められて
いる。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

4-15  (1/1) 

 4-15 卒業⽣の社会的評価

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

4-15-1  卒業⽣の社
会的評価を把握してい
るか

・卒業⽣の就職先である幼稚
園、保育園との連携を図り、就
職先での役職や幼稚園教諭、保
育⼠としての活動状況を把握す
ることに努める。
・ホームページで卒業⽣向けの
情報発信・収集など卒業⽣動向
調査等により卒業⽣の業績等の
掌握に努める。

・新型コロナウィルスの影響に
より、卒業⽣が参加する保育研
修会が中⽌となった。
・キャリアアップ研修の開催が
中⽌となった。

・キャリア形成に向けた⽀援教
育が課題である。
ホームページ等で卒業⽣から報
告できるシステムを構築と周知
を進めたい。
・卒業後に転職、再就職⽀援の
相談が時折あるので、卒業⽣の
データをキャリアセンターで⼀
括保管できるよう整備してい
く。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・創⽴90周年を経て約15,000⼈の卒業⽣が園⻑、副園⻑、主任など管理職を
はじめ、保育現場で活躍している。そのため、保育実習、教育実習や就職活動
の際にも東京保育専⾨学校としての繋がりにより円滑に進むことが多い。
・現在の勤務状況など卒業後の動向の把握が難しい。 

・卒業⽣保育研修会、キャリアアップ研修、聖⼼祭など卒業⽣が学校を訪れる
機会だけでなく、ホームページで現況報告や就職相談への対応を周知してい
く。 
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最終更新⽇付 令和2年10⽉9⽇ 記載責任者 伊藤 政弘
原⽥ 和明

基準5 学⽣⽀援

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

カトリックの「愛の精神」に基づき、すべての学⽣を⼊学から就
職、卒業まで⽀援する。多様な背景を持つ学⽣が年々増加する現状
に対応するため、学校全体でチームとして個々の学⽣⽀援に取り組
む。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

5-16  (1/1) 

 5-16 就職等進路

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-16-1  就職等進路
に関する⽀援組織体制
を整備しているか

・キャリア教育を推進する中
で、学⽣が⾃らのキャリアプラ
ンを形成するとともに、勤労
観・職業観を確⽴するよう努め
る。
・キャリアセンターと教務部、
スクールカウンセラーとの連携
を図るとともに、個々の学⽣に
応じた⽀援をに努める。

・キャリアセンターを整理して
進路相談等がしやすいようにレ
イアウトした。
・進路指導担当、担任、スクー
ルカウンセラーが連携して個々
の学⽣について情報共有すると
とともに、個別⽀援ができた。
・求⼈票の⾒⽅、履歴書の書き
⽅、⾯接の受け⽅、就職・労働
に係る法的知識を指導できた。

・再履修⽣は登校機会が少ない
ため、情報共有と個別⽀援が難
しいので、学内メールや掲⽰板
を活⽤する。
・外部の⼈材活⽤を検討する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・新型コロナの影響はあったが、「キャリア研究」を通して、個々の学⽣がキ
ャリアプランニングに向き合うとともに、就職活動に向けての⼼構えや準備を
することができた。
・学内メールを活⽤した就職情報の提供に努め、個々の学⽣に応じたきめ細か
な⽀援ができた。 

・キャリア教育を推進するためには、最終学年の指導だけではなく、⼊学時か
らの早期かつ定期的な指導を⾏うことで、勤労観・職業観を確⽴しながら実習
に臨むくことが望ましい。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

5-17  (1/1) 

 5-17 中途退学への対応

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-17-1  退学率の低
減が図られているか

様々な背景を持った学⽣が⼊学
してくるが、⼀⼈⼀⼈の学⽣に
寄り添い、そのニーズを把握
し、問題を解決し、⼊学した全
員が可能な限り中途退学するこ
となく卒業することが重要であ
ると考えている。

⽋席は退学の前兆ととらえ、学
⽣の出席状況は常に把握するよ
うにしている。⽋席・遅刻が⽬
⽴つ学⽣には早い段階で、本⼈
だけでなく保護者にも連絡をと
り、状況を確認している。
当校では、「担当教員」と「ス
クールカウンセラー」、さらに
は「キャリアカウンセラー」と
も情報を共有し、普段の学⽣⽣
活や将来に向けての進路相談を
積極的に⾏い、退学の防⽌に努
めている。加えて、学⽣同⼠が
お互いを⽀え合う⽀援の在り⽅
にも検討していきたい。なお本
年度は、新型コロナウイルスの
影響により「校外セミナー」が
中⽌となり、加えてオンライン
授業などによるコミュニケーシ
ョン不⾜から、孤⽴気味の学⽣
が出てしまい対応に追われた
が、完璧な対応はできなかっ
た。

家庭の経済状況などで学費納⼊
が困難で、⾃らのアルバイト収
⼊に頼る学⽣のなかでは、その
影響で⽋席・遅刻が増加し、望
まない退学に⾄る場合もある。
特に今年は新型コロナウイルス
の影響でアルバイトが減少し苦
慮が伺えたが、臨時の給付⾦な
どの対応でなんとか経済⾯では
⽀えられたと思われる。加えて
学⽣に対しては、様々な奨学⾦
制度や学費分納などを提⽰し、
財政的な⽀援を実施している。
また、⼊学の動機があいまいな
学⽣に対しては、卒業後のイメ
ージづくりを共に⾏い、中途退
学防⽌に取り組んでいる。加え
て、⼊学後に進路上のミスマッ
チに気付く学⽣に対する⽀援の
在り⽅については、なかなか難
しく⾊々な⾓度からの対応が必
要である。⼤きな課題となる
が、全職員が創意⼯夫をめぐら
し道筋を⾒つけ出したいと考え
ている。

2020年度は、遠隔授業により
学⽣とメールでのやり取りが増
え、逆に普段より細やかな対応
が出来た部分もあるが、全体的
にみると完璧とはいかなかっ
た。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

⼊学後、クラス担任と学⽣相談担当がそれぞれ個別⾯談を⾏い、学⽣の⼼の背
景や抱いている期待や問題をさまざまな⾯から把握している。そこで⾒えてき
た課題に対して、教員間で定期的に話し合いを⾏って情報共有し、学校全体で
チームとして学⽣指導に取り組んでいる。必要に応じて保護者にも連絡を取
り、家庭と学校の⼆⼈三脚で中途退学低減に取り組んでいる。 

退学率低減のため、各々のクラス担任が対応すると同時に、スクールカウンセ
ラー1名（カウンセリングルーム有）、キャリアカウンセラー1名（キャリア
センター室有）が対応する。2020年度は、校外セミナーがなく、クラスメイ
トともコミュニケーションが取れない中、「クラスルーム」による遠隔授業で
（オンライン授業）情報を細かく提供して、学校への気持ちを切らさないよう
に⼼掛けた。加えて、通常授業になったあとは、学⽣同⼠でコミュニケーショ
ンが図れるよう⼯夫をしてきたが、うまく友達関係を作れなかったり、助⼿先
での苦労や悩みを共有、解消することができず、退学を希望する学⽣が増えて
しまう（特に2部）という現象が⽣じてしまった。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉4⽇ 記載責任者 髙⽊ ⿇美⼦
原⽥ 和明

5-18  (1/1) 

 5-18 学⽣相談

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-18-1  学⽣相談に
関する体制を整備して
いるか

本校で充分な学びを得、安定し
た保育者として社会で活躍する
ために、メンタル⾯から⽀える
ことが⽬標である。学⽣のメン
タル⾯を重視し、常設相談室と
専任カウンセラーを配置してい
る。
また、保育者に⽋かせないと思
われる⾮認知能⼒にも注⽬し、
現状把握と能⼒向上に取り組
む。
⼊学時から卒業後まで学⽣との
丁寧な関係作りを⾏い、現在だ
けでなく将来のキャリアに関す
る不安払拭を図る。
コロナ禍で⽣じる様々な問題を
メンタル⾯を始め、⽣活⾯から
も⽀援する。

臨床⼼理⼠および公認⼼理師の
資格を持つ専任カウンセラーが
常駐し、かつプライバシーが守
られた相談室が常に開室されて
いる。対象は学⽣(休学者含)、
卒業⽣、保護者等であり、学⽣
のメンタル⾯の健康を⽀えるた
めに、対⾯、電話そしてメール
と幅広く相談を受け付けてい
る。
毎年、全学⽣に対して個⼈⾯談
を実施しているが、今年度もコ
ロナ禍という現状を踏まえ環境
に留意しながら、昨年同様実施
することができた。学⽣⼀⼈⼀
⼈のカルテを作成し、⾯談内容
をはじめ、メンタル⾯その他の
情報を適宜記⼊し、必要に応じ
てケース会議を実施し教員内で
共有している。保護者等との連
携も密に⾏い、必要に応じて医
療機関や⽀援機関等につなげて
いる。
また、コロナ禍における環境の
変化にも留意し、学⽣のメンタ
ル⾯を多⽅向から⽀援できるよ
う取り組んでいる。
学⽣にとって相談室は、いつで
も好きな時に何でも相談できる
⾝近な存在であるだけでなく、
アウトリーチ活動を実施し、学
⽣のメンタル⾯に対し、よりき
め細やかな⽀援をする場として
ある。

コロナ禍における相談業務は平
時と全く同様というわけにはい
かない。しかし、電話やオンラ
インでは、カウンセリング場⾯
で⼤切な⾮⾔語的コミュニケー
ションが困難である。そこで本
校では窓がある部屋を使⽤し、
さらにアクリル板を間に置くこ
とで安全を確保し、マスク着⽤
の上、６⽉から１対１の対⾯相
談を実施した。相談内容は多岐
にわたり、特に家族関係を背景
とした問題や、深刻な内容が増
加している。また、⼀⼈暮らし
の新⼊⽣のコロナ禍のストレス
は予想以上に強く感じられた。
医療機関や⾏政との連携が必要
な場合も増えており、それらと
のスピーディーな関わりが課題
である。
また、様々なメンタル⾯の問題
を抱えた学⽣たちと関わる教職
員に対しての、⼀層の⼼理教育
の充実が必要とされている。

2020年度学⽣必携(9.学⽣相談
室について)

5-18-2  留学⽣に対
する相談体制を整備し
ているか

留学⽣が抱える問題はメンタル
⾯にとどまらず、⽣活⾯など多
岐にわたっている。制度的な問
題も存在していることから、将
来を⾒通した幅広い視点に基づ
いた⽀援をする。
コロナ禍で⽣じている様々な問
題をメンタル⾯、⽣活⾯ともに
⽀援する。

今年度は留学⽣の⼊学はなかっ
た。しかし、コロナ禍における
海外渡航等の制限が⽣じたこと
から、在校している留学⽣への
状況に応じた個別⽀援を⾏って
いる。

コロナ禍において社会情勢が常
に変化ているため、留学⽣の⽣
活⾯やメンタル⾯の⼀層の⽀援
が必要である。
また、⽇本において就職を望む
場合、在留資格変更や、留学⽣
⾃⾝の希望や能⼒を最⼤限に⽣
かすことのできる就職先とのマ
ッチングが課題である。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

常設相談室と専任カウンセラーを配置するとともに、カウンセラー、担任、キ
ャリア担当、主事らが学⽣情報を共有し、きめ細かにメンタル⾯の⽀援を⾏っ
ている。
コロナ禍の影響か、学⽣同⼠の⽀え合いが希薄になっており、その分、学⽣相
談の役割が重要であると考えられる。 

全学⽣に対してカウンセリングを毎年実施している。学⽣の個性を⽣かしたキ
ャリア形成にもつなげている。
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5-19  (1/1) 

 5-19 学⽣⽣活

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-19-1  学⽣の経済
的側⾯に対する⽀援体
制を整備しているか

全ての学⽣について、それぞれ
の事情に応じた経済的⽀援を⾏
えるよう、情報提供と必要な⼿
続き等の指導を⾏い、経済的理
由により修学をあきらめたり、
学業に⽀障が出ないよう⽀援体
制を整備する。昨年度の状況も
踏まえ、今年度の⽬標を以下の
通りとする。
①2020年度より実施の⾼等教
育無償化制度は、低所得世帯の
学⽣にとっては⾮常に有益な制
度であるため、その周知徹底と
対象学⽣の申請フォローアップ
の強化を⾏う。
②当年度取扱い奨学⾦制度の保
護者への情報提供⽤のお知らせ
書状配布と説明会への学⽣本⼈
との同席
③学内電⼦メールを利⽤したタ
イムリーでプッシュ型の情報提
供
④休学や退学の意向の情報の第
⼀次把握者は教務部であるが、
教務部から学費サポート担当へ
の情報共有のタイミングを早め
る対策を⾏う。
⑤学内ポータルサイト（Webポ
ータル）における掲⽰板機能の
活⽤
⑥把握が可能な範囲で本校を介
さずに利⽤している奨学⾦の情
報も⼊⼿し、適切な学資計画を
アドバイスする。

本校の経済的⽀援は主に以下の
制度の利⽤を中⼼に⾏ってい
る。
・学納⾦分割納⼊制度
・学納⾦減免制度
・公的奨学⾦
・学校独⾃奨学⾦
・職業訓練給付⾦制度
いずれの制度も昨年度に引き続
き今年度も学⽣それぞれの事情
に応じて利⽤されている。しか
しながら、今年度はコロナウイ
ルス感染症の影響による景気悪
化のあおりを受け、学⽣の⽣計
維持者の収⼊減少、学⽣⾃⾝の
アルバイト収⼊の減少に伴う学
資等の負担軽減や奨学⾦利⽤の
拡⼤が進んでいる。
今年度の⽬標に対する取り組み
状況は以下の通り。
①⾼等教育無償化制度の案内に
ついては、コロナ禍のため本来
⾏うべき説明会を実施できなか
ったため、学⽣メールを活⽤し
て情報発信、申請⼿続きのフォ
ローアップを⾏った。直接説明
する場が無かった半⾯、1対1
でのメールや電話でのやり取り
により、かえって学⽣たちが⾃
分で資料を読み込む姿が⾒ら
れ、以前よりも奨学⾦制度に関
する理解が深まったようにも感
じた。
また、コロナ禍の中、家計状況
が悪化する学⽣も⾒受けられ、
家計急変採⽤での申込が複数件
発⽣した。家計急変採⽤の対象
にならない場合でも、学⽣本⼈
のアルバイト収⼊の減少によ
り、貸与奨学⾦を期中で申込す
るという学⽣も複数名おり、コ
ロナによる経済状況の悪化を⽬
の当たりにした。
②保護者への情報提供も、今年
度から保護者参加の奨学⾦説明
会を予定していたが、コロナ対
応で中⽌となった。そのため、
問い合わせは主に電話による対
応となった。
③昨年度から継続して実践でき
た。コロナ禍であっても正確な
情報を離れたところから提供で
きるツールとして、やはりメー
ルは重要であると改めて認識し
た。
④昨年度からの継続的な取り組
みにより、教務部、奨学⾦担当
ともにお互いに情報を共有しよ
うという意識は進んできた。気
になる学⽣がいる場合はお互い
に声を掛け合うことが始まっ
た。
⑤学内ポータルサイト掲⽰板の

①⾼等教育無償化制度は家計状
況の変動に応じて給付⾦額や減
免額の⾒直しが⼊るため、後期
から⾦額が下がる学⽣もいた。
学資計画という意味では、⾮常
に困った制度だが、減額になっ
た場合の他奨学⾦利⽤などにつ
いて、来年度はもっと情報提供
をしていきたい。
②コロナ禍での説明会実施につ
いて、保護者対応も含めオンラ
インでの実施を検討する。ま
た、次年度からは保護者のメー
ルアドレスも取得し、保護者へ
もメールによる情報提供を⾏っ
ていく予定である。
④休学や退学に関する情報提供
について、更に早く情報共有で
きるよう⽅法を考えたい。
⑤ポータルサイトへの掲載につ
いて、ポータルサイトではな
く、Classroomの開設と情報提
供とし、次年度より周知を⾏う
こととする。

・募集要項
・「⼊学の準備・オリエンテー
ション、⼊学式の⽇程等のご案
内」
・2020年度取扱い奨学⾦⼀覧
・2020年度東京保育専⾨学校
奨学⾦制度のご案内
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活⽤は今年度も未実施。メール
のほうが⾒る⼈が多いのかもし
れない。
ポータルサイトへの掲⽰よりも
Classroomへの掲載のほうがプ
ッシュ通知機能があるので適し
ていると思われるので、今後こ
ちらも検討する。
⑥学校を介さず申込する奨学⾦
については、学資に関する相談
がある場合に、情報確認するこ
とにしている。

5-19-2  学⽣の健康
管理を⾏う体制を整備
しているか

定期健康診断を実施する。⾝体
測定・胸部レントゲン・視⼒・
聴⼒・尿検査
内科検診等実施している。
専任の医師や看護師はいない
が、保健室を設置し、ベットを
はじめ医療品を揃えている。
⼼⾝の健康相談に対応に専任職
員がいる。
校内のアルコール消毒の実施。
マスクの着⽤。

・コロナウイルス感染症のため
⾃粛期間となっていたが、4⽉
3⽇時間差登校で、健康診断を
実施。熱・咳等の症状のある学
⽣は⾃宅待機。外出を控えたい
学⽣は⾃宅待機。
・内科検診は⾃粛期間解除後、
校医と相談の上、1部2年・2部
3年を6⽉。1部1年・2部1年・
2年を7⽉。と時期をずらし実
施。
・健康⾯の⽀援とともに、実習
（幼稚園・保育所・施設）があ
ることから、⿇疹を含めた健康
診断書を準備している。
・罹患証明書、ワクチンを2回
受けているか確認をおこなう。
・保育所・施設実習に向けて、
腸内細菌検査を実施。
コロナ感染症の対策として実習
開始2週間前からの検温・体調
管理の実習。
・学⽣本⼈熱がある場合は⾃宅
待機、医療機関の受診を促す。
家族がコロナウイルス感染症と
診断された時、濃厚接触者と判
定された時は、出席停⽌とす
る。
・マスクの着⽤。⼿洗い・アル
コール消毒。
・学校内施設は職員がアルコー
ル消毒を⾏う。
・学⽣は⾃分の机・椅⼦等消毒
をする。
・教室の換気を促す。
・昼⾷は会話をしないよう注意
をする。

・新⼊⽣全員に対しカウンセラ
ーが⾯談をする。2・3年⽣は
必要に応じ対応。
2週間に1回定期的にケース会
議を実施し、教職員で共通理解
を図る。
・⽋席者には個別に医療機関で
の健診をすすめ漏れのないよう
に対応を⾏う。
・2部の場合は病院が閉まって
いることがあるため、保護者と
連絡を取り合い、安全に速やか
に帰宅できるようにする。
・コロナウイルス感染症のた
め、実習先においてPCR検査・
抗原検査を求められる。⾃費で
実施。
・PCR検査を町⽥予防研究所で
実施できるようになった。
・実習のためのPCR検査の費⽤
のうち学校が5,000円を負担す
ることになる。

①医療法⼈社団 東友会
健康診断の実施記録
②内科医 林医院と連携
③⿇疹・⾵疹の接種記録
④カウンセリングルーム設置
⑤（株）町⽥予防衛⽣研究所

5-19-3  学⽣寮の設
置など⽣活環境⽀援体
制を整備しているか

2019年度に設定した⽬標に対
し、⼗分な取り組みを実施でき
ていないため、2020年度にお
いても継続的に取り組む。取り
組み⽬標は以下の通り。
①財政的にも学⽣寮の整備は難
しいため、学⽣マンション・学
⽣会館の情報整備を図り、学⽣
への紹介⽤冊⼦等を作成すると
ともに、情報提供を⾏う。尚、
情報整備に当たっては、業者の
物件管理状況等の情報も併せて
確認する⽅法を検討する。
②夜間部学⽣の⽇中の就業⽀援
について、キャリアセンターを
通じて保育助⼿としての斡旋を
継続的に実施していく。

①学⽣マンション等の情報提供
について、個別の相談時に案内
しているが、まとまった資料の
作成などができていない。学⽣
マンション業者の情報収集はあ
る程度⾏った。
②夜間部学⽣の就業⽀援につい
ては、個別の事情に応じて、条
件の良い保育助⼿の求⼈を紹介
し、就業につながっている。

①⼀⼈暮らしの⽀援のための、
学⽣マンション等の情報提供に
ついて、後期中に資料作成まで
終える⽬標だったが、到達でき
なかった。収集した情報を元
に、来年度は資料作成を完了さ
せたい。

5-19-4  課外活動に
対する⽀援体制を整備

コロナウイルス感染症のため天
城⼭荘を利⽤しての校外セミナ

1部は学⽣会による1,2年交流
を実施。

・校外セミナーがなかったこ
と、⼤勢が集まることができな
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最終更新⽇付 記載責任者 柿崎 晋⼀郎
湯地 ⽂⼦

しているか ー中⽌。聖⼼祭（学園祭）中
⽌。
学⽣会による交流校内で実施。

ソーシャルディスタンスをとる
ため各教室に分かれ、学校⽣
活、実習についてはなしを聞
く。
2部⽣は学⽣会による新⼊⽣歓
迎会を実施。
1部2年⽣はA組はアルバムを作
成。B組は記念品を作成する。

いので、学⽣同⼠の交流が難し
い。
・1、2年交流を1回ではなく、
後期にもう1度計画できたので
はないか。
・2年⽣の保育・教職実践演習
の発表を⾒ることが出来れば良
かったのではないかと思うが、
ソーシャルディスタンスを考え
ると課題は残る。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

学校として実施すべき基本的な⽀援体制は築けており、実際に対応も⾏ってい
るが、プラスアルファの部分の⽀援施策の整備が準備段階である。職員⼈員も
限られた中で、⽬標設定した⽀援施策を実⾏するためには、少しずつでも優先
順位をつけて取り組んでいく必要がある。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 今井 まり
伊藤 政弘

5-20  (1/1) 

 5-20 保護者との連携

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-20-1  保護者との
連携体制を構築してい
るか

学⽣⽀援は、学⽣が成⼈したと
しても、学校と保護者の双⽅で
協⼒して⾏うものと考える。⾃
宅だけでなく保護者それぞれの
携帯電話番号も控え、学⽣の安
全と幸せを第⼀に、連携するこ
とを⽬標としている。

⼊学式、卒業式、学園祭など学
校⾏事の案内を提供し、本校の
教育活動などへの参加を促すと
ともに、学⽣の学校での様⼦を
知らせる機会としているが、本
年度については新型コロナウイ
ルスの影響で中⽌となった。な
お、⽋席が多いなど解決すべき
課題を抱える学⽣の保護者と
は、早期に連絡を取り、電話及
び来校での⾯談を実施してい
る。

学⽣の家庭状況は多岐にわた
り、保護者の協⼒が難しい場合
や連絡が取れない場合も散⾒さ
れる。今後はこのような保護者
との連携の取り⽅が課題であ
る。したがって保護者との定期
的な連絡⽅法や情報発信（学⽣
の状況など）なども積極的に模
索していきたい。

2020年度はオンライン授業が
構築され、保護者にも学校の動
きが分かりやすくなると思われ
る。これを機に以前より連帯感
が増すのではないかと期待して
いたが、途中で対⾯授業になっ
たことや、煩雑な⽇々が続いた
ため、思ったようには進捗して
いない。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

課題を抱える学⽣の保護者とは、早期に連絡を取り、電話及び来校での⾯談を
実施している。基準は満たしているが、更なる連携構築を昨年度から展開中で
ある。具体的には、「学校関係者評価委員会」にて、保護者の⽅2名を委員と
して⼊ってもらい、多⾓的な連携を強化している。 

「学校関係者評価委員会」は、年2回実施している（保護者の⽅2名参加）。
2020年度は、新型コロナの対応から、オンラインによる会議になると思う
が、移動する時間もなくなり、より気兼ねのない会話ができることを期待して
いたが、煩雑な⽇々が続いたため、思ったようには進捗していない。 

30



最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

5-21  (1/1) 

 5-21 卒業⽣・社会⼈

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

5-21-1  卒業⽣への
⽀援体制を整備してい
るか

・ホームページ、卒業⽣動向調
査等により卒業⽣の動向を把握
するとともに、キャリアセンタ
ーと教職員が連携して、卒業⽣
への⽀援に取り組む。

・卒業⽣がキャリアセンターや
図書室、ピアノ練習室等を利⽤
できることをホームページを通
じて情報発信する。
・他園への転職、再就職等の個
別相談に対応し⽀援している。

・毎年の卒業⽣の動向データ及
び2016年以前の卒業⽣の動向
データを蓄積して⾏くことで、
できるだけ多くの卒業⽣へ⽀援
を広げて⾏きたい。
・ホームページを通じて、卒業
⽣向けに情報発信・収集の効果
的な⽅策を構築する。

卒業⽣動向調査⽤紙（2014年
〜）
卒業⽣動向調査⽤紙（卒業時
2016年〜）

5-21-2  産学連携に
よる卒業後の再教育プ
ログラムの開発・実施
に取り組んでいるか

・同窓会（なでしこ会）の体制
を整え、卒業⽣が管理職を務め
る園や実習園と連携し、卒業⽣
対象の再教育プログラムの開
発・実施を⽬指す。

・新型コロナウィルスの影響に
より、卒業⽣を主たる対象とし
た保育研修会は中⽌となった。
・同窓会との連携強化に向け
て、アプローチを検討している
ところである。

・同窓会、実習先、就職先、卒
業⽣などとの連携を図る。
・外部評価などをお願いすると
ともに、現場のニーズを知る機
会を設けることを検討する。

5-21-3  社会⼈のニ
ーズを踏まえた教育環
境を整備しているか

・社会⼈経験者の受け⼊れと資
格取得を更に推進するととも
に、幼稚園、保育園、施設への
就職を⽀援することに努める。

・キャリア教育を推進する中
で、単なる出⼝指導としての就
職指導にとどまらず将来を⾒据
えたキャリアデザイン形成に取
り組んでいる。
・社会⼈経験者、科⽬履修⽣な
どを積極的に受け⼊れている。
・求められる保育者像を認識さ
せ、資質・能⼒の向上を図って
いる。

・社会⼈経験者、科⽬履修⽣な
どの⾼い学習意欲に対応できる
指導内容など教職員の対応も検
討していく。
・卒業⽣による保育現場の現状
を学⽣に伝える機会を設定し、
学⽣の現場・現状理解を進め
る。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・卒業⽣の現況や動向の把握が難しいが、相談があった場合には来校してもら
うことで、直接⽀援することができた。
・卒業⽣から転園の相談などが数件あり、退職と再就職がスムーズに実⾏でき
た。
 

・卒業⽣が保育現場での体験を踏まえたうえで学びを深めるためにも、リメデ
ィカル教育について検討する必要がある。
・同窓会や連携先の園との協⼒を進め、再就職や復職の⽀援に努めたい。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉19⽇ 記載責任者 ⿑藤 ⼀美

基準6 教育環境

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

設備⾯の改善を実施している。特にリモートに関する設備の充実は
急務である。 

トイレの改修、学⽣⽤椅⼦・机の更新、ノートパソコンの教室配備
（個⼈⽤）、図書室の再整備、その他施設の改修等に続き、授業の
実施、質の確保に係る環境整備が求められる。 
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最終更新⽇付 令和2年10⽉9⽇ 記載責任者 ⾜⽴ ⼀志

6-22  (1/1) 

 6-22 施設・設備等

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

6-22-1  教育上の必
要性に⼗分対応した施
設・設備・教育⽤具等
を整備しているか

現代に求められている教育の実
践を優先し、整備する。また、
⼀層適切な学習環境、⽣活環境
の実現を図る。

学⽣⽤学習机、椅⼦の更新を⾏
う。また教室内にノートPCを
配備し、ネット環境を整備し
た。
図書室の再整備、トイレの再整
備を実施。

施設の⽼朽化、設備の不⾜があ
り、順を追って進めていく必要
がある。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

施設・設備は教育展開上重要な要素であり、その観点から充実を図る。
 

教育環境を活かした授業展開を⾏うために、教員の意識の変⾰が必要である。
特に情報機器の活⽤に関して、学⽣⾃⾝の学習活動に直結するよう、指導者と
して⼀層の⼯夫が求められる。
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6-23  (1/1) 

 6-23 学外実習、インターンシップ等

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

6-23-1  学外実習、
インターンシップ、海
外研修等の実施体制を
整備しているか

・学外実習（乳幼児教育施設・
保育園・幼稚園）については学
⽣⼀⼈ひとりにとって意義ある
ものとなるように、実習関連機
関と連携を密にしながら成果を
出せるようにする。また、安全
管理のマニュアルを作成し、学
外実習の付き添い教員の役割分
担を明⽰する。
・実習マニュアル(実習の⼿引
き）は、今年度、保育園・幼稚
園・施設と実習⽇誌にそれぞれ
の関連内容ごとに添付すること
とし、授業内において、重要事
項を学⽣に周知させていく。
・学外実習の成績については、
『⽇頃の授業への取り組みと、
提出物』等と総合的に判断して
評価する。
・インターンシップについて
は、本校では実施していない。
来年度以降については検討の可
能性があると考えられる。
・学校⾏事の参加については、
企画から積極的に参画させ、各
学年で⾃主的に推進できるよう
にする。進め⽅については、学
⽣の内在している⼒を引き出し
発揮させていくことで、学⽣の
⾃信や達成感と共に、学⽣と教
職員・学⽣相互の連帯感にもつ
なげるようにする。
・聖⼼祭においては昨年度の卒
業⽣はハガキで連絡する。保護
者については学⽣を通して周知
させていく。
関連業界には連絡をしていな
い。学⽣の就職先には⼀部のみ
連絡を⾏っている。今年度も同
じように⾏う。
・海外研修は今年度も計画して
いない。今後も計画の予定はな
い。

・実習については、幼稚園、保
育所、諸施設共に連携しながら
実施している。
・保育園は実習事前学習とし
て、⼀部⽣のみ4⽇間保育園へ
体験実習を⾏う。その際、学⽣
は指導案の作成は必要としてい
ない。学⽣は事前学習の記録と
して、４⽇間の体験を記⼊し学
校に提出する。観点は下記⼆点
についてである。①⼦どもとの
関わりで印象に残ったこと。⓶
保育⼠から学んだこと、であ
る。この実践の体験が実習Ⅰに
繋がるよう指導している。他
に、近隣の施設へのボランティ
ア活動も⾏っている。
・幼稚園実習は授業の中で、附
属幼稚園の実践を⾒学して、記
録の取り⽅や実態の把握の仕⽅
を通して幼児理解へとつなげて
いる。
・実習については、教科書と実
習の⼿引きを活⽤し、授業の中
で実習Ⅰ実習Ⅱと学年に応じて
実習に向けての指導を⾏ってい
る。なお、実習担当が作成した
『実習の⼿引き』は学⽣の実態
に応じて半期毎に加筆・修正し
ている。
・ホームルームを活⽤して1、2
年交流を⾏っている。その中
で、２年⽣が１年⽣に、実習に
取組むにあたり、実習⽇誌を⾒
せたり、2年⽣の体験を伝えた
り等、1年⽣の初めての実習の
不安を取り除くようにしてい
る。
・実習の授業を休んだ場合は、
その都度補講を⾏い、実習に向
けての学びが、全員もれること
なく積み重なるように配慮して
いる。
・聖⼼祭においては、全員がそ
れぞれの役割の中、⼒をあわせ
て当⽇に向けて準備を進めるよ
う時間・場所・空間を配慮し、
当⽇までそれぞれの役割を意識
付けたり、認め励ましたりして
いく。
※2020年においては、新型コ
ロナウイルスの関係上、感染防
⽌の徹底を学⽣に周知すると共
に、各施設と連携を取り、実習
が滞りなく出来るよう配慮し
た。
・改定後の「資質能⼒」を⼦ど
もたちが育むような関わりを実
習⽣も意識し、深い学びが得ら
れるよう引き続き授業等で教授
する。

学⽣の課題としては次の事柄と
考えている。平成３０年度実施
の「三法令の改訂の理解」「実
習に向かうにあたっての基本姿
勢」「国語⼒、特に⽂章の記述
と考える⼒の促進」「実習の事
前・事後指導」などである。そ
こで喫緊の解決を⽬指し次の指
導を⾏うこととする。
・平成３０年度実施の「三法令
の改訂の理解」を深めることに
ついては、重要項⽬を踏まえ、
5領域の「各領域のねらい・内
容」⼈間性・学びに向かう⼒」
と、「幼児期の終わりまでに育
てたい10の姿」3つの資質能
⼒、知識及び技能の基礎、思考
⼒・判断⼒・表現⼒の基礎、に
ついて周知させる。しかし３つ
の各幼児教育施設において、
『５領域の豊かな経験を通し
て、終了時の１０姿に結びつ
け、18歳までの獲得されること
が望ましいとされる3つの資
質・能⼒への育ちへと結びつい
ている』ことへの理解が難しい
姿が多く⾒られる。そこで学⽣
には、映像や実践観察などの具
体的な保育の場⾯を⾒ることを
通して、幼児の発達を理解でき
るよう指導することとする。続
いて「三法令の改訂の理解」に
ついては、幼稚園教育要領や保
育所保育指針、幼保連携型認定
こども園教育・保育要領の３つ
の法規において、『ねらい・内
容』が共通であることを把握さ
せていくことが課題である。そ
こで、3つの法規を照らし合わ
せながら、３つの幼児教育施設
においては、⼦どもに育てたい
『ねらい・内容』が共通である
ことへの理解を深めていく。ま
た保育の基本原則は『環境を通
して⾏う』こと、『資質・能⼒
を育む』こと、『保幼⼩の接続
をより円滑化』などと合わせて
『協同的な学びや乳幼児期の保
育』の重要性が共通になったこ
とも伝えていく。また幼児理解
は保育の⼟台であることから、
保育者と⼦どもとの信頼関係の
構築も含め、多様な視点から幼
児を理解する重要性について指
導にあたる。
・「実習に向かうにあたっての
基本姿勢」については基礎学⼒
に個⼈差が⾒られることと平⾏
して、真摯さが⼗分でない姿も
⾒られる。そこで、解決の⼿⽴
てとして、学⽣が実習に向かう
にあたって、「礼儀・謙虚な姿
勢・誠実」を⼼がけること、学

・実習の⼿引き
・幼稚園実習、保育園実習、施 
設実習とそれぞれの実習⽇誌

【法規】
・幼稚園教育要領
・保育所保育指針
・幼保連携型認定こども園教育 
保育要領
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ぶ姿勢や態度をもつことなどに
ついて、個々に認めたり励まし
たりしながら授業や学外実習、
あるいはロールプレイング通し
て進めていく。
・実習に関する事柄が⽰されて
いる『実習の⼿引き』について
はこれまで紛失することが課題
であった。そこで、学⽣が⼤切
に保存できるような⽅策とし
て、表紙をこれまでの⽩⾊か
ら、他の資料と混ざらないよう
な鮮やかな⾊にすることと、⼜
教育実習の授業、保育実習の授
業ごとに『実習の⼿引き』のそ
れぞれに関連している部分を抜
き取り、実習⽇誌の中にはさみ
こめるようにすることで、学⽣
がいつでも読み返すことができ
るようにした。
・「国語⼒、特に⽂章の記述と
考える⼒の促進」については、
専⾨学校⼊学以前の国語⼒にば
らつきが⾒られる。例えば、授
業内の振り返りシートにおい
て、「ですます調」「である
調」の混在や、⽂章の話しこと
ばや書き⾔葉の混在等が⾒られ
ることである。そこで、国語⼒
を豊かにしていくことや、基本
を確認させることを重要課題と
して指導にあたる。具体的には
話し⾔葉と書き⾔葉の違いや、
⽂章の内容に応じて段落を変え
ること、⽂章は⼆⾏を⽬安に書
くことなどを繰り返し伝えてい
く。また書く際に推敲をするこ
とで⾔葉の重複やより分かりや
すい⽂章を書くことができるよ
う指導する。
・「実習の事前・事後指導」に
あたっては、各実習において、
⾃分の⾏ったことを振り返り、
学⽣⾃らの課題を明らかにする
ことが求められる。学⽣によっ
ては、⾃分の課題に真摯に向き
合う姿勢に個⼈差が⾒られる。
そこで、個々に⾃分の課題を素
直に受け⽌めていくことからス
タートさせていく。そして⾃分
は何が課題で、それはどのよう
にすれば達成できるか、⾃分で
解決に向けて⾃分⾃⾝で計画を
たて、解決に向けて進めるよう
に励まししていく。学⽣⾃⾝が
保育者となった際に、学⽣個⼈
のもっている⼒が、⼦どもを育
てていくことを気づかせ、⾃主
的に課題解決の⽅向へと向かう
ようにしていく。
・「実習の事前・事後学習」を
通して、保育者として把握する
べき理論と、⼦どもに経験させ
たいことや育てたいことの実践
を結びつけて、養成校におい
て、保育者の専⾨性を⾼めてい
けるよう、学⽣の個⼈差に即し
て指導にあたる。
・授業内の学⽣の学びは、基本
的にアクティブラーニングとな
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最終更新⽇付 令和3年3⽉4⽇ 記載責任者 ⽔川 秀樹
阿部 アサミ

るよう進めることで、学⽣の主
体性や意欲を育み、学⽣の内在
している⼒を引き出せるように
指導にあたる。
コロナ禍における体調不良等
は、メール等ではなく、直接園
と学校に電話連絡することを徹
底し、速やかに情報把握できる
ように努めた。
・⽇誌に時間をかけすぎて、睡
眠時間を削る学⽣が例年殆どな
ので、エピソード記録的な気づ
くを多く⼊れる等、ポイントを
押さえつつ、⻑時間、⽇誌にか
けないよう指導する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・今年度の改善に向けては、基礎学⼒の低下を補うために、個別指導を強化
し、学⽣の不安を、実習前に少しでも取り除くようにする。
・実習以前の姿勢として、授業内の各教科のレポート、課題等の提出は期限を
守って提出する習慣を⾝に着けさせる。それは実践の場⾯で⽇誌は提出期限を
守ることにもつながっていくと考える。
・実習への理解を促すために、１年⽣に実習の際のマナーの在り⽅を、映像を
⾒て把握させていく必要があり、映像の視聴を通して実習へのイメージをもて
るようにしていく。
・実習の実践の改善については、ピアノや⼈前での実践等、個⼈の不得意とす
る課題を明らかにし、個別に計画をたて達成に向けて進めるよう促していく。
・指導計画の⽴案については、部分実習・責任実習を年齢に即して⽴案し、⼦
どもに育てたいねらい・内容を明らかにするよう授業内及び個別に対応して、
実習に向けて準備できるようにする。
・新⼊⽣を迎えるにあたって、今年度の課題を洗い出し、学⽣が負担なく実習
に気持ちをむけられるようきめ細やかに⼼⾝状態を把握する。また必要に応じ
て適宜対応する。
・「百聞は⼀⾒にしかず」であることから、良い実践を多くみることは「理論
と実践」に基づいて考えることでありより良い保育観の構築と結びつくと考え
る。学⽣の現場での⾒学では、安全に配慮しながら記録を通して幼児理解への
学びを深めていくようにした。今後も引き続き実践への理解を深めるよう映像
を効果的に活⽤したり、実際に保育を⾒る機会を計画して実践と幼児理解へと
つなげていく。

・「資質能⼒」を育む関わりを実習⽣が意識して、実習において深く学べるよ
う学校側において引き続き指導をしていく。 

・学⽣の⼼⾝の対応や学びに向かう⼒については、個別対応をしたり、学校カ
ウンセラー等を⾏ったりして対応した。1年から２〜3年間の学⽣⽣活を通し
て徐々に意識の向上が⾒られるので、引き続き学⽣の個別の課題と良さを受け
⽌めながら指導にあたっていく。
・学⽣によっては基礎学⼒の不⾜が⾒られる。そこで教育実習に関する⽇本語
の主語・述語の不⼀致や、段落を変えることなど⽇本語の⽂章の学⽣の確認や
漢字の指導を授業内で⾏った。学⽣の⽂章⼒や、⽂章を考える⼒を養っていく
ために、保育リテラシーや⽂章検定を推進すると共に、３つの幼児教育施設の
各法規を繰り返し読むことを通して、より⼒を伸ばすことができるよう指導に
あたった。今後も繰り返し指導にあたる必要がある。
・実習に向けて学⽣の課題として、学⽣⾃⾝の⾃分で⽣活する⼒の不⾜や、コ
ミュニケーション能⼒が不⾜している姿が顕著である。そこで解決への⽅策と
しては、学⽣⾃⾝が困った時に⾃分で解決する⼒や、⾃分のことは⾃分でやろ
うとする⼒、また、学⽣⾃⾝が周りの⼈とコミニュケーションをとりながら学
ぶ⼒、課題やわからないことに対して、協同して話し合い解決する⼒を伸ばし
ていくことが求められている。これは⼦どもにも「幼児期の終わりまでに育っ
てほしい１０の姿」であることを知らせ、学⽣の学びへの⾃覚を促すように指
導にあたった。今後も繰り返し指導にあたる必要があると考える。
・学⽣の⼒を伸ばしていくことに関しては、実習担当以外の全職員体制で、個
別に良い点を気づかせ⾃信につなげながら、課題をできるだけ解決できるよう
指導にあたる必要性がある。引き続き教職員で連携して学⽣指導に努めてい
く。

・2020年度は、コロナ禍において、実習の延期や園の変更等、⼤規模な変更
が余儀なくされた。今後は収束すると考えられるが、引き続き、衛⽣⾯の徹底
や⽇本政府の法に基づく喚起を遵守したい。
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最終更新⽇付 令和3年3⽉10⽇ 記載責任者 原⽥ 和明

6-24  (1/1) 

 6-24 防災・安全管理

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

6-24-1  防災に対す
る組織体制を整備し、
適切に運⽤しているか

・⼤規模な⾃然災害や⽕災等に
備えて杉並消防署による指導を
受けるとともに、組織的な体制
を整備することにより学内の防
災・安全対策をいっそう強化す
る。

・学内の防災・安全管理体制は
整備されている。
・避難経路の明⽰、合同の避難
訓練、消⽕訓練を実施してい
る。

・個々の教職員の役割を明確に
するとともに⽇常的な⾃主点検
を実施する。
・第⼀次避難所が同⼀敷地内の
幼稚園であるため、⼗分な広さ
が確保でできないので、近隣の
避難所を確保する。

6-24-2  学内におけ
る安全管理体制を整備
し、適切に運⽤してい
るか

・校⻑を指揮・命令の⻑とした
組織と学⽣会との連携により、
学⽣と教職員の⽇常的な安全確
保に努める。
・安全で安⼼な教育施設として
の体制整備を進める。

・施設、設備等の点検による改
善、整備を進めており、避難器
具を更新した。
・学校警備員を配置し、下校時
の学⽣と教職員の安全確保に努
めている。

・施設・設備の経年劣化などを
点検し必要の応じて速やかに改
善、整備していく。
・学⽣会と連絡した安全点検、
安全管理の⽅策を確定する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

・学内の防災・安全管理体制の整備はおおむね良好でありおり、教職員、学⽣
の「安全・安⼼」に対する意識は⾼い。
・新型コロナの影響もあり、杉並消防署による防災・避難・消⽕訓練が実施で
きなかった。
 

・隣接する併設の幼稚園が⼀時避難場所となるが、園庭の広さに対する学⽣、
園児、教職員の数など幼稚園との連携・協⼒体制を再検討することが望まし
い。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 柿崎 晋⼀郎

基準7 学⽣の募集と受け⼊れ

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

学⽣募集においては、ここ数年定員確保が最重要課題となってい
る。今年度も現時点(3/1)で定員未達となっており、来年度も継続
して課題解決への取り組みが必要である。⼀⽅、適切な⼊試の実施
や、志願者、検討者への正確な学校情報の提供については、これま
でも積極的に取り組みを実施してきている。今後もミスマッチの少
ない進路選択と定員確保の両⽅の達成に取り組んでいきたい。 

新型コロナウイルス感染症拡⼤に伴う緊急事態宣⾔の発令により、
学⽣募集活動においては⼤きな影響を受けた。情報提供の機会が少
なくなる⼀⽅、オンライン形式の進学相談会やオープンキャンパス
の開催が、世間的に定着しつつある。今年度は、オンライン形式の
個別相談を取り⼊れて実施したが、個別相談以外も含め、検討者に
とってより利便性の⾼い⽅法を来年度に向けて検討していきた
い。 
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7-25  (1/1) 

 7-25 学⽣募集活動は、適正に⾏われているか

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

7-25-1  ⾼等学校等
接続する教育機関に対
する情報提供に取り組
んでいるか

2019年度から引き続き、⾼等
学校等への情報提供の⽅法とし
て、
①⾼校進路指導部への訪問（⾼
校教職員への情報提供）
②⾼校内で実施される進学説明
会への参加
③⾼校教員向け説明会への参加
④⾼校内の家庭科の授業におい
て、上級学校の授業体験講座と
して出張授業の実施
を主に⾏う。
2020年度の活動⽬標としては
以下を設定する。
①⾼校進路部訪問︓在学⽣出⾝
校+指定校に各1回ずつ訪問。
②⾼校内進学説明会への参加︓
2019年度と同程度の回数参
加。
③⾼校教員向け説明会への参
加︓2019年度と同程度の回数
参加。
④⾼校家庭科授業での出張授
業︓2019年度と同程度の回数
参加。
また、⾼校側から得た情報は、
本校で受け⼊れする⼊学⽣指導
の在り⽅の検討に役⽴てるため
に校内共有を図る。

①⾼校訪問については、現時点
(3/1)で113件となり、昨年度
79件より増やすことができ
た。2020年の12⽉から年末に
かけて、訪問回数を伸ばすこと
ができたが、1⽉以降は訪問予
定だったところを再度の緊急事
態宣⾔発令により取りやめるこ
とになった。
②⾼校での進学説明会は現時点
(3/1)で66件となっており、昨
年度の103件を⼤幅に下回って
いる。コロナ対応のため4⽉〜
6⽉のガイダンスが軒並み中⽌
となったため。
③⾼校教員向け説明会はコロナ
対応のため開催中⽌となってい
る。
④出張授業については、昨年度
同時期（11/20時点）17件、
今年度は6件と機会が減った。
こちらもコロナ対応での中⽌が
多くなっている。

コロナウイルス感染症流⾏の影
響により、⾼校ガイダンスや出
張授業、教員向け説明会等が中
⽌となり、情報提供の機会が少
なくなっている。ただ、7⽉以
降は感染症対策をしながら開催
ができるようになってきた。
3/1時点では、再度緊急事態宣
⾔下であるが、進学相談会や出
張授業は対策をしながら各⾼校
では開催を継続しており、昨年
度程の影響は出ないと考えら
れ、⾼校⽣に向けた貴重な情報
提供の場となっている。⾼校訪
問については、緊急事態宣⾔が
明けるまでは動けないが、宣⾔
が明け次第、次年度向けの情報
提供を⾏っていく。

・2020年度進学説明会 出張授
業参加実績表

7-25-2  学⽣募集活
動を適切かつ効果的に
⾏っているか

2019年度から引き続き、保育
科1部・2部ともに定員確保が
重点⽬標に設定されている。
2019年度は1部・2部共に9割
の定員充⾜率となった。また、
昨年度の活動結果の課題も踏ま
え、2020年度の⽬標を以下の
通り設定する。
①昨年度からの広報活動⽅針を
継続しつつ、2018年度より
2019年度において出願率が下
がったことを踏まえ、来校時の
対応について細やかな対応がで
きるよう⼯夫することで、定員
充⾜を達成する。
②年度途中での出願状況分析を
⾏い、年度後半の募集活動につ
いて必要な修正や追加の施策を
実施する。
③出願受付開始時期について、
2020年度より東京都専修学校
各種学校協会会員の申し合わせ
事項により、2019年度より変
更になった。この⽇程を遵守す
るとともに、⼊学検討者への周
知を図り、⼊試窓⼝およびオー
プンキャンパス等での個別相談
時において詳しい⼊試⽅法等に
ついて説明を⾏う。
④広報活動において使⽤する各
種の学校情報は事実に基づく表
現を徹底する。具体的には資料
作成時に各部署から必要な数値

①について、コロナ対応のた
め、4⽉〜5⽉中のオープンキ
ャンパス等の広報イベントは中
⽌となってしまった。その影響
で来校者数は現時点(3/1)で
25%程度減少しており厳しい
が、出願率の向上により出願者
数は昨年度並みとなっている。
また、オンライン形式の学校説
明会等の開催の必要性に合わ
せ、オンライン個別相談を6⽉
から実施している。
②については、11⽉の推薦⼊
試が終了した段階の状況を踏ま
え、2部(夜間部)の出願状況が
昨年度と⽐較して少ないため、
夜間部への出願促進のための
Web広告配信などを⾏った。ま
た、12⽉から⾼校訪問を⾏
い、進路未決定の⾼校3年⽣へ
のアプローチを図った。
③については申し合わせ事項に
合わせた運⽤を⾏っている。
④については、⽂部科学省より
⽰されている専修学校における
情報提供のガイドラインに関す
る項⽬は、今年度より全てWeb
サイトでの掲載を開始し、適切
な情報提供を⾏っている。

①について、出願率は昨年度よ
り上がったが、コロナ禍の中で
の進路活動であり、統計調査会
社の資料を参照すると、例年よ
り⾼校3年⽣のオープンキャン
パス参加校数が少なかった傾向
がはっきりしており、単純に出
願率が向上したとは⾔えない状
況である。また、実際に定員充
⾜はできておらず、引き続き来
校時の対応に⼯夫をしていく必
要がある。オープンキャンパス
のアンケートを活⽤しながら次
年度の対策を検討したい。ま
た、オンライン個別相談につい
て、⼀定程度、特に遠⽅の⽅か
らの利⽤に効果があった。次年
度でも継続するが、併せて個別
相談形式以外の集合型オンライ
ン説明会等も検討が必要。
②コロナの影響により昨年度と
の⽐較が難しいが、Web広告や
⾼校訪問によって、後期試験⽇
程に向けた来校・出願の促進を
狙ったが効果については最終⼊
学者数が確定した時点で検証が
必要。
④について、来年度はそれらの
情報更新を確実に⾏いたい。

・学校案内
・募集要項
・イベントチラシ
・2020年度進学説明会 出張授
業参加実績表
・学則
・2019年度卒業⽣就職実績資
料
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 柿崎 晋⼀郎

等を収集し、案作成後に再度各
部署にてチェックを⾏う。特に
⾏政調査書類への回答内容との
⼀致を確認する。また併せて、
各種情報は最新の状況を提供す
るよう適宜更新し、HPやオー
プンキャンパス等にてお伝えす
る。
また、重点⽬標にも設定された
とおり、⼊試広報・選考段階で
の正確な情報提供によって進路
決定のミスマッチを低減するた
め、特に「厳しさ」や「⼤変
さ」の⾯についても実態に即し
てしっかりと伝えていく。学校
の魅⼒を適格に伝えるため、他
校との⽐較において特徴的な内
容等も改めて⾒直し、Webサイ
トや広報物に反映する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

情報提供の正確性については、専修学校における情報提供のガイドラインへの
準拠が完了し、⼀定の⽔準を達成できたと考えている。⼀⽅提供機会について
は、コロナ禍の影響により、前年度計画していた内容の変更を余儀なくされた
が、その中でもできる限りの機会提供はできた考えている。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 柿崎 晋⼀郎

7-26  (1/1) 

 7-26 ⼊学選考

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

7-26-1  ⼊学選考基
準を明確化し、適切に
運⽤しているか

⼊学選考基準は⼊試委員会の協
議により明確化し、募集要項及
び学校⾒学や説明会時の説明の
際に受験⽣に周知を⾏う。
運⽤に際しては、各⼊試⽇程毎
に、出願書類の管理、および⼊
試結果の審査会を開催し、判定
結果は校⻑により決裁を⾏う。

厳正な書類選考によって受験資
格の確認、を⾏い、⾯接及び作
⽂は定められた基準に従い点数
化した上で審査を⾏っている。
また、今年度はコロナ対応のた
め、初めてオンライン⾯接を実
施している。対⾯形式とは違う
が、選考上の問題は発⽣してい
ない。

オンライン⾯接の運⽤におい
て、通信状況によって⾳声が聞
き取りずらいということがあっ
た。次年度からは、受験者側の
通信環境確保について、募集要
項へ明記し、確保できる場合に
限って⾯接を実施することにし
ている。

・募集要項

7-26-2  ⼊学選考に
関する実績を把握し、
授業改善等に活⽤して
いるか

各選考ごとに、エントリーシー
トや出願書類、⾼等学校の調査
書等を⼀元管理し、⼊学前段階
の合格者の学習状況を具体的に
把握し、情報を教職員で共有
し、授業⼿法等の改善、また学
⽣⽀援の準備へ活⽤する。

⼊学試験の審査においては、原
則的に全教員が審査資料に⽬を
通し、判定を⾏っており、合否
の判定に加え、⼊学後のフォロ
ーアップのための情報共有の機
会にもなっている。また職員会
議等によって⼊試結果について
協議し、教員以外の職員にも情
報を共有している。それらを踏
まえ、⼊学後の学習上の課題、
その他懸念される内容につい
て、個別対応に努めている。
また、今年度も⼊学予定者に対
して⼊学前講座を実施する予定
である。この講座の⽬的は、本
校での学びの基本的な姿勢や、
⾼等教育機関での学びの在り
⽅、基本的スキル（レポート作
成など）の確認、獲得である。

今年度⼊学⽣については、コロ
ナ対応のため⼊学前講座を実施
できなかった。来年度⼊学⽣に
対してはオンラインも含め必ず
実施する準備をしていく必要が
ある。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

各⼊試において厳正公平な選考基準、過程を通して⼊学者を決定している。ま
た、⼊学者の情報は必要な範囲で教職員で共有し、⼊学後のフォローアップ⽅
針に活⽤している。今年度予定していた⼊学前講座はコロナ感染症の影響によ
り中⽌となってしまったが、来年度⼊学⽣向けには実施予定である。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉16⽇ 記載責任者 ⾜⽴ ⼀志
濵中 洋⼦

7-27  (1/1) 

 7-27 学納⾦

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

7-27-1  経費内容に
対応し、学納⾦を算定
しているか

学納⾦は諸状況を勘案し理事会
において決定しているが、これ
まで学納⾦が低額⽔準で、⻑年
⾒直しをしていないため学校運
営に⽀障となっていた。今後は
随時他校の⽔準を把握しつつ妥
当な⾦額に改訂していく。

必要な費⽤は募集要項に記載し
ており、⼊学前にオープンキャ
ンパス等で説明している。
学納⾦の納⼊が困難な学⽣には
延納の相談に応じ、授業料は分
割して納⼊する⽅法を導⼊して
いる。
2020年度⼊学⽣から学納⾦を
改訂したが、今後も新たな改訂
を検討する。
⾼等教育無償化に対応してい
る。

⼊学定員を満たすことにより収
⼊の確保と業務効率向上等によ
る経費削減に努める。
財務基盤維持のため2020年度
⼊学⽣から学納⾦を改訂した
が、今後も新たな改訂を検討し
て⾏く。⾼等教育無償化に対応
しているが、資⾦負担の増⼤と
事務作業の煩雑が課題。

募集要項

7-27-2  ⼊学辞退者
に対し、授業料等につ
いて、適正な取り扱い
を⾏っているか

⽂科省からの通知に基づき⼊学
辞退の申し出があった場合は、
⼊学⾦以外全ての⾦額を返還す
る。

授業料は⼊学後に徴収する。⼊
学辞退については、所定の⼿続
きにより⼊学時学納⾦のうち⼊
学⾦を除き返還している。

⼊学辞退者については引き続き
適正な返還を⾏う。

募集要項

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

学費は、学⽣及び保護者の負担を⼗分に考慮し、都内の他校と⽐較しても低額
な学納⾦額であるが、学校運営を維持するため、定期的な⾒直しを実施してい
く。 

学園の財務基盤の確保のため2020年度⼊学⽣より改訂したが、なお経費が学
費収⼊を超えているため、2022年度より学納⾦は再度改訂を⾏うことになっ
ている。
⾼等教育無償化への対応を始めているが、資⾦負担の増⼤への対応と事務⼿続
きの煩雑が課題。 
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最終更新日付 令和3年6月25日 記載責任者 足立　一志
加藤　洋

基準8　財務

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

近年の定員割れによる収入減及び長期にわたる支出超
過で財務体質が脆弱となっている。2020年度入学生は
1部、2部共に定員割れであったが、2021年度入学生は
1部は定員を確保したものの2部は定員割れであるが、
学費改訂を実施したため以前の定員収入に近い水準を
確保している。今後は一層の安定収入を維持するた
め、定員確保を目標としたうえ、2022年度より学費改
定を実施し、保育料の再改訂を検討していく。寄付者
の税制面の優遇措置に配慮しながらHP等で寄付金の募
集を実施している。合理的な経費削減を行い支出抑制
のため人件費の再配分を行う。 

数値の比較等による財務状況の把握が困難であったた
め、2019年度より新経理システムを導入し、財務状況
の監視と業務効率の一層の向上に努め予実対比実績等
を発信していく。東京都より特定公益増進法人の証明
を得て寄付者の所得税及び住民税等の減免に配慮しつ
つ寄付の募集を行なっている。電力、保険等実効性を
阻害しない範囲で経費の削減を行う。給与規程等の改
訂を行い、年齢給から職能給へのシフト、管理職手
当、賞与減額等の措置を行っていく。
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最終更新日付 令和3年6月25日 記載責任者 足立　一志
加藤　洋

8-28　　(1/1)　

　8-28　財務基盤

小項目 ア　考え方・方針・目
標

イ　現状・具体的な
取組等

ウ　課題と解決方向 エ　イの参照資料等

8-28-1　
学校及
び法人運営の中長
期的な財務基盤は
安定しているか

定員割れによる収入減及
び長期にわたる支出超過
で財務体質が脆弱となっ
ている。近年は定員割れ
が続いている。2020年度
入学生は1部、2部共に定
員割れであったが、2021
年度入学生は1部は定員を
確保し、2部は定員割れで
ある。2020年度より学費
及び保育料の学費改訂を
実施したため以前の定員
収入に近い水準を確保し
ている。今後は一層の安
定収入を維持するため、
定員確保を目標としたう
え、2022年度より学費改
定を実施し、保育料の再
改訂を検討していく。
寄付者の税制面の優遇措
置に配慮しながらHP等で
寄付金の募集を検討して
いく。支出抑制のため人
件費の再配分を行う。

近隣バス停での学園名の
アナウンス、学校ポスタ
ーの制作など広報活動を
広範かつ積極的行い知名
度向上を合わせて定員確
保に力をいれる他、2022
年度より学費改定を実施
し、保育料の再改訂を検
討して行く。東京都より
特定公益増進法人の証明
を得て、寄付者の所得税
及び住民税等の減免に配
慮しつつ寄付の募集を行
なっている。給与規程等
の改訂を行い、年齢給か
ら職能給へのシフト、管
理職手当、賞与の減額等
の対策を行っている。

入学生の定員確保と学生
生徒等納付金の再改訂と
経費削減により財務基盤
の安定化を図る。寄付者
の所得税及び住民税等の
減免を配慮しHP上等で寄
附の募集を行っている。
給与規程等変更より減額
となる職員及び成績優秀
者への配慮が課題

8-28-2　
学校及
び法人運営にかか
る主要な財務数値
に関する財務分析
を行っているか

年度単位で行っている。
月次経理報告を作成し業
績推移を都度報告できる
体制をつくる

財務内容を時系列で把握
し、分析し、対策を講じ
ることができるよう新経
理システムを導入した
が、今後一層財務分析の
元データを整備してい
く。

財務分析により効果的な
予算執行と財源確保を図
るため2019年度より新経
理システムを稼働させて
おり、予実対比実績等現
況を示していく。減価償
却費等を正確に把握し、
月次経理報告の実施をは
かる

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

近年の定員割れによる収入減及び長期にわたる支出超過で財務
体質が脆弱となっている。2020年度入学生は1部、2部共に定員
割れであったが、2021年度入学生は1部は定員を確保したもの
の2部は定員割れである。学費改訂を実施したため以前の定員収
入に近い水準を確保している。今後は一層の安定収入を維持す
るため、定員確保を目標としたうえ、2022年度より学費改定を
実施し、保育料の再改訂を検討していく。寄付者の税制面の優
遇措置に配慮しながらHP等で寄付金の募集を実施している。合
理的な経費削減を行い支出抑制のため人件費の再配分を行う。 

2020年度入学生より学費及び幼稚園の保育料改訂を実施した。
さらに、2022年度より学費改定を実施し、保育料の再改訂を検
討していく。財務状況の把握、分析力、業務効率向上のため
2019年度より新経理システムを導入し予実対比などの情報を発
信していく。東京都より特定公益増進法人の証明を得て寄付者
の所得税及び住民税等の減免に配慮しつつ寄付の募集を行なっ
ている。給与規程等の改訂を行い、年齢給から職能給へのシフ
ト、管理職手当、賞与等の減額を実施している。減価償却費等
を正確に把握し、月次経理報告の実施をはかる。 
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最終更新日付 令和3年6月25日 記載責任者 足立　一志
加藤　洋

8-29　　(1/1)　

　8-29　予算・収支計画

小項目 ア　考え方・方針・目
標

イ　現状・具体的な
取組等

ウ　課題と解決方向 エ　イの参照資料等

8-29-1　
教育目
標との整合性を図
り、単年度予算、
中期計画を策定し
ているか

予算は有効かつ適正であ
る。中期計画は確立され
ていないが新寄附行為で
示される中期計画の作成
を検討する

予算は理事会及び評議員
会の承認を得て執行され
る。

中期計画を具体的に策定
する。
恒常的なマイナス予算の
縮小及び黒字化を目指す
（優秀者の配分に留意し
つつ人件費の増大に歯止
めが必要）

8-29-2　
予算及
び計画に基づき、
適正に執行管理を
行っているか

予算に基づき適正に執行
されている。

予算に基づき運営してい
る。

これまで全体管理であっ
た学校予算については
2019年度から予算計画を
各部門から申請すること
で、予算執行管理の適正
化を図ったが、予実対比
での執行管理に至ってい
ない。

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

予算計画を各部門から申請することで、予算及び計画を確立
し、予算執行管理の適正化を図る。予実実績を周知させる。中
期計画は確立されていない。今後は新寄附行為で示される中期
計画の作成を検討する。 

2019年度より新経理システムを導入し部門別予算管理を行って
いる。経理面での処理、締日の厳守等、予実実績の正確性を向
上させる。恒常的なマイナス予算の縮小及び黒字化を目指す
（優秀者の配分に留意しつつ人件費の増大に歯止めが必要）予
算執行管理の適正化を図ったが、予実対比での執行管理に至っ
ていない。 
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最終更新日付 令和3年6月25日 記載責任者 足立　一志
加藤　洋

8-30　　(1/1)　

　8-30　監査

小項目 ア　考え方・方針・目
標

イ　現状・具体的な
取組等

ウ　課題と解決方向 エ　イの参照資料等

8-30-1　
私立学
校法及び寄附行為
に基づき、適切に
監査を実施してい
るか

適切におこなわれてい
る。

公認会計士、監事により
監査を受けている。

特になし

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

会計監査上の問題を指摘された場合は、適切に対応している。  2019年度より会計業務に詳しい新たな監事、会計監査人、税務
顧問を迎え財務情報の適切な管理に努めている。寄付者の所得
税及び住民税等の減免等税務顧問より指導を受けている．月次
報告を行うよう指導を受けている。 
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最終更新日付 令和2年10月28日 記載責任者 足立　一志
加藤　洋

8-31　　(1/1)　

　8-31　財務情報の公開

小項目 ア　考え方・方針・目
標

イ　現状・具体的な
取組等

ウ　課題と解決方向 エ　イの参照資料等

8-31-1　
私立学
校法に基づく財務
情報公開体制を整
備し、適切に運用
しているか

財務情報公開体制は整備
はしている。

公開の請求には対処でき
る。

特になし

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

財務情報公開体制は整備はしている。  HP等を通じて財務内容を公開している　 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 柿崎 晋⼀郎
⿑藤 ⼀美

基準9 法令等の遵守

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

学校運営上は法令⽂書等の確認により、適切な運⽤が⾏われている
が、学校としての規程の整備が継続課題である。現状漸次的な進捗
を図ることとし、少しずつ解決していきたい。
⼀⽅、情報公開については「職業実践専⾨課程」認定への対応もあ
り、専⾨学校における情報提供等の取組に関するガイドラインの項
⽬に関するホームページへの情報掲載が完了し、⼀定の⽔準に到達
することができた。今後は掲載情報を最新の状態に維持できるよう
取り組みを続けていく必要がある。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 柿崎 晋⼀郎
⿑藤 ⼀美

9-32  (1/1) 

 9-32 関係法令、設置基準等の遵守

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

9-32-1  法令や専修
学校設置基準等を遵守
し、適正な学校運営を
⾏っているか

2019年度から継続して、学校
教育法体系に位置付けられる各
種の法令、教職課程、保育⼠養
成課程に係る各種の法令につい
て、最新の改定内容等の把握と
遵守するとともに必要な届出・
申請を⾏う。
また、昨年度からの課題に対す
る対応として以下の⽬標を設定
する。
①学内規程の再整備︓過去に策
定しているもの等を整理し、体
系化し直すとともに電⼦化し、
電⼦機器による閲覧を可能にす
る。
尚、規程等の数が膨⼤なため、
昨年度の反省を⽣かし、このう
ち1〜2を選び当年度の整備対
象とする。
②学内規程の保存・更新等につ
いて学内ルールを策定する。
③法令順守の⽅針の策定
④コンプライアンスに関する学
内相談窓⼝の設置
⑤各種ハラスメントの防⽌に関
する⽅針の策定と対応マニュア
ルの整備
⑥コンプライアンスに関する研
修・教育機会の計画的な確保

今年度においても各種法令に基
づいた運営を⾏っており、法令
事項へ変更がある場合には届出
や申請を滞りなく⾏っている。
課題として挙げた事項について
は以下の通り。コロナの影響に
よる業務逼迫のため、思うよう
に取り組めていない。
①学内規程の再整備について
は、過去に施⾏された規程につ
いて収集作業と電⼦化(PDF化)
を進めている。過去に施⾏され
た規程の全容は不明だが、管理
部所管の書庫に保管されている
ものについて、作業を⾏った。
②学内規程の策定や保存に関す
るルールについて、策定及び周
知はできていないが、ルールの
イメージについては構想を始め
ている。
③法令順守⽅針の策定について
は、記載内容について調査をし
ているが、作成までには⾄って
いない。
④コンプライアンスに関する窓
⼝についても、学内協議ができ
ていない。
⑤ハラスメント防⽌に関する⽅
針等についても、未取組となっ
ている。
⑥コンプライアンスに関する研
修機会等については未実施とな
っている。

現状、学校運営上の問題が無い
ため、コロナ禍における業務逼
迫の状況ではなかなか⽬標達成
ができていないが、昨年度より
も進捗を図ることができている
ので、複数年かけて達成できる
よう計画的に取り組むことが必
要である。

・寄付⾏為
・学則
・学則細則（教務内規）
・教員養成機関指定申請書
・指定保育⼠養成施設学則変更
申請書

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

法令順守の意識や法令に即した学校運営は⾏えているものの、学内規程等の整
理ができていないために、それら資料の参照に多くの時間を割いている状況が
改善できていない。昨年度まで進捗ができていなかったが、今年度、過去に作
成した規程の整理を始めることができた。併せて、今後の規程策定に係るルー
ル作りを協議し、来年度にはルールの明⽂化と周知を図っていく。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 ⿑藤 ⼀美
柿崎 晋⼀郎

9-33  (1/1) 

 9-33 個⼈情報保護

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

9-33-1  学校が保有
する個⼈情報保護に関
する対策を実施してい
るか

学校が保有する個⼈情報の保護
に関して、個⼈情報保護法等に
従い運⽤しているが、2019年
度時点で以下の点が未整備のた
め今年度着⼿する。
①志願者、在学⽣及び卒業⽣の
個⼈情報保護に関して、学内規
程または取扱い⽅針の策定
②情報セキュリティーポリシー
の策定
③個⼈情報管理に関する啓発・
教育機会、⽅法の整理

現状では、昨年度と同様に、個
⼈情報を活⽤するにあたっては
個別の事案について個⼈情報保
護法等を参照しながら運⽤をお
こなっているところである。今
年度の⽬標として設定した事項
の取り組み情状況については以
下の通り。
①個⼈情報の取扱いに関する学
内規程の整備は未着⼿である。
現時点で広報活動におけるプラ
イバシーポリシーは策定してい
るが、在学⽣を含めた内容には
なっていない。
②調査をしているが、⽂部科学
省から指針として⽰された内容
には実⽤性の部分で課題があ
り、さらなる調査が必要となっ
ている。他業種等での⼀般的な
内容も参考にしながら策定を検
討している。
③個⼈情報管理に関する啓発機
会等については、教職員につい
ては未着⼿である。学⽣につい
ては、授業等において
実習先で得る個⼈情報の取扱い
について指導を⾏っている。

昨年度からの課題として、調査
に時間がかかるため⼈⼿や業務
量の観点から取り組みが遅れて
しまう点がある。特に今年度は
コロナ対応によってさらに時間
を割くことが難しい状況であっ
た。進捗ができていない点は反
省すべきであり、次年度は少し
でも進捗が図れるよう取り組む
必要がある。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

現在の運⽤上、問題は発⽣していないが、学校としての規程整備は⾏わなけれ
ばならないと認識している。
課題にあるように、⼈⼿の問題もあるが、複数年かけてでも整備していきた
い。 

コロナ禍の中で、オンライン授業の実施やリモートワークなど個⼈情報に関わ
る電⼦データを学外で取扱うことも出てきているので、来年度は特に整備が必
要。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 松本 勲武
柿崎 晋⼀郎

9-34  (1/1) 

 9-34 学校評価

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

9-34-1  ⾃⼰評価の
実施体制を整備し、評
価を⾏っているか

2019年度に引き続き、学校評
価委員会を中⼼に評価を⾏って
いく。昨年度の課題も踏まえ、
今年度は以下の内容を⽬標とす
る。
①「考え⽅・⽅針・⽬標」の設
定に関し、専⾨学校評価基準書
を再確認したうえで、より具体
的な⽬標を設定する。
②学校評価によるPDCAサイク
ルをさらに実質化するため、事
業計画との整合を図る。
③中間評価（前期終了時）を⾏
い、達成状況を把握して年度内
の達成に向け進捗を管理する。

今年度も学校評価委員会を中⼼
に組織的な⾃⼰評価の取り組み
を⾏っている。今年度の⽬標に
対しての状況は以下の通り。
①⽬標設定の具体化について
は、昨年度の評価結果を踏まえ
てできるだけ具体的な⽬標を設
定するようにしている。
②事業計画推進会議において、
事業計画と学校評価の各項⽬を
リンクさせて管理することと
し、学校評価における⽬標の進
捗管理も併せて⾏っている。
③中間評価は、コロナの影響に
より前期終了が10⽉末となっ
たため、例年より2ヵ⽉遅れの
12⽉に実施した。

①の⽬標設定において、具体性
に⽋ける内容になっている項⽬
もまだあるため、次年度ではよ
り明確な内容になるよう啓発し
たい。
③中間評価の時点で⽬標に対す
る進捗について、コロナ対応の
影響が⼤きく、思わしくなかっ
た。後期期間での取り組みを進
めてきたが、授業⽇程が後ろ倒
しになったことや、現場実習の
延期、個別⽇程調整作業などに
より特に教務部の業務負担が多
くなり、進捗が難しい状況であ
った。次年度はコロナ禍の中で
あってもしっかりと取り組んで
いきたい。

・学則
・学校評価実施規程
・⾃⼰評価結果報告書

9-34-2  ⾃⼰評価結
果を公表しているか

2019年度に引き続き、広く社
会に公表するため、ホームペー
ジにおいて報告書を公表する。

2019年度の結果は、コロナ対
応の影響で遅れたが、2020年7
⽉には本校ホームページに掲載
した。
今年度評価結果は、2021年4⽉
にホームページに掲載する予
定。

特に無し。 ・学則
・学校評価実施規程

9-34-3  学校関係者
評価の実施体制を整備
し、評価を⾏っている
か

2019年度から引き続き、学校
関係者評価委員会を組織し、学
校関係者評価を実施する。今年
度は3年⽬に当たるが、昨年度
の課題を踏まえ以下の内容を⽬
標として設定する。
①⾃⼰評価の中間報告を実施す
ることで、評価結果についての
理解を深めていただき、多くの
視点からのご意⾒をいただくよ
う取り組む。

今年度も学校関係者評価委員会
を組織し、年2回の委員会を開
催したうえで、評価結果を作成
する予定である。
⽬標設定した学校関係者評価の
中間報告については、12⽉上
旬に実施し、進捗報告を⾏い
様々なご意⾒をいただいた。最
終報告では今年度の総括を⾏
い、次年度に向けた課題もご意
⾒をいただく予定である。

特になし。 ・学則
・学校評価実施規程
・学校関係者評価報告書

9-34-4  学校関係者
評価結果を公表してい
るか

2019年度に引き続き、広く社
会に公表するため、ホームペー
ジにおいて報告書を公表する。

2019年度の結果は、コロナ対
応の影響で遅れたが、2020年7
⽉に本校ホームページに掲載し
た。
今年度の評価結果は、2021年5
⽉頃にホームページへ掲載する
予定。

特に無し。 ・学則
・学校評価実施規程

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

⾃⼰評価については、その意義や必要性を広く全教職員で共有し、積極的に課
題解決に当たる雰囲気は継続している。⾃⼰評価から学校関係者評価へという
流れと、前期での活動振り返り、後期での年間活動振り返りという2回の実施
も理解が進んできており、学校運営改善に全職員で取り組むという意識付けが
できていている。 

今年度は前年度から始まったコロナ感染症による緊急事態宣⾔の影響で、当初
計画の策定から予定が⽴てられない状況となった。また、コロナ対応のための
業務逼迫により、特に前年度からの課題として新たに取り組む項⽬などの進捗
は思うように進まなかった。⼀⽅コロナ禍においても充実した学びを提供する
ための、ICT環境整備や活⽤スキルの向上が図られ、教育環境⾯の充実は図ら
れたと考えている。 
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最終更新⽇付 令和3年3⽉9⽇ 記載責任者 松本 勲武
柿崎 晋⼀郎

9-35  (1/1) 

 9-35 教育情報の公開

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

9-35-1  教育情報に
関する情報公開を積極
的に⾏っているか

2019年度に引き続き、本校の
最新かつ正確な情報提供を⾏う
とともに、問い合わせ等にも丁
寧に対応していく。
昨年度の課題も踏まえ今年度の
⽬標を以下の通り設定する。
①職業実践専⾨課程の認定要件
に準拠することも踏まえ、専⾨
学校における情報提供等への取
組に関するガイドラインの情報
公開内容に対応する。
②HPの掲載内容について総点
検を実施する。

今年度の⽬標設定に対する進捗
は以下の通り。
①専⾨学校における情報提供等
への取組に関するガイドライン
に⽰される項⽬については、す
べてWebサイトへの掲載を完了
した。
②Webサイト掲載内容の総点検
については、現在実施中であ
る。
またコロナ関連情報については
随時ホームページ新着情報に掲
載し、発信している。

Webサイト掲載内容の総点検に
ついては、まだ完了していない
が総点検実施中である。内容を
精査し、各掲載内容の担当部
署、担当者を割り振ったうえ
で、来年度4⽉中に原稿の更新
を実施する予定である。
また、コロナ禍における対応に
ついては、今後も随時ホームペ
ージの新着情報でお知らせして
いく予定である。

・専⾨学校における情報提供等
への取組に関するガイドライ
ン」
・学校案内
・募集要項
・学校評価報告書

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

情報公開について、専⾨学校における情報提供等の取組に関するガイドライン
項⽬について、全ての内容をホームページ上で掲載することが完了した。社会
⼀般的に必要とされる情報提供が⼀定の⽔準に達していると考え、進捗に満⾜
している。⼀⽅ホームページの掲載内容の更新は継続的に⾏って常に最新の状
況に保つ必要があるが、そこに課題があり、来年度に向けて情報更新を⾏って
いく必要がある。 

コロナ関連情報のホームページ掲載について、学⽣への影響も配慮しながら実
施していく必要性を認識した。 
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最終更新⽇付 令和2年11⽉18⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

基準10 社会貢献・地域貢献

⼤項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

保育者不⾜の現在、社会に貢献できるような質の⾼い保育者を養成
することが、本校の使命であると考えている。
学校が保有する教育資源を活⽤して、⾃治体などの指定事業、委嘱
事業を積極的に受け、学校の教育⼒を社会に還元する。
 

 

新型コロナ感染防⽌により、本年度は中⽌状態。以下は例年の事例
である。
⼦ども⾷堂の補助、保育園補助等をとおして学⽣のボランティア意
識を養う。
また、杉並区保育⼠就労事業による公開講座を開催し、潜在保育⼠
たちが再就職に向けて準備できるよう⽀援している。東京都保育⼠
等キャリアアップ研修を全分野実施。
本校の⽂化祭では、近隣の幼稚園・保育園児たちを招き、学⽣たち
が⽇頃の成果を発表する等、⼦ども達が楽しめるような催し物を企
画している。また、同区内の福祉作業所や地域の店舗にも出店して
もらい、障がいを持つ⽅や地域の⽅との交流を図っている。
・各⾼等学校に教員を派遣して、キャリア教育を積極的に協⼒・⽀
援している。
・近隣の児童館に毎年学⽣が赴き、乳幼児向けの催し物を継続して
⾏っている。
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最終更新⽇付 令和2年11⽉18⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

10-36  (1/1) 

 10-36 社会貢献・地域貢献

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

10-36-1  学校の教育
資源を活⽤した社会貢
献・地域貢献を⾏って
いるか

学校の教育資源を活⽤して、⾸
都圏の保育⼠等のキャリアアッ
プの⽀援を⾏う。

東京都保育⼠等キャリアアップ
研修講座、杉並区保育⼠就労事
業（公開講座）等を実施してい
る。

社会貢献・地域貢献をする職員
の労務が過剰にならない様にす
る⼯夫を検討する。

10-36-2  国際交流に
取り組んでいるか

学ぶ意欲のある留学⽣を積極的
に受け⼊れて教育するととも
に、法律の範囲内で、⽇本国内
における就職⽀援も⾏う。ま
た、海外の教育使節団も積極的
に受け⼊れる。

中国語圏からの留学⽣を受け⼊
れている。中国の幼稚園教諭養
成校からの教育使節団の視察を
受け⼊れる。

海外からHPを介して本校の情
報収集を⾏う例が増えると想定
される。国際共通⾔語化してい
る英語で表記したHPを整備す
ることを検討する。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

保育者の養成校として、良質な教育状況を発信する。 東京都保育⼠等キャリアアップ研修講座（本年度中⽌）、杉並区保育⼠就労事
業（公開講座）については、⾼い評価を受けている。 
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最終更新⽇付 令和2年11⽉18⽇ 記載責任者 松本 勲武
⿑藤 ⼀美

10-37  (1/1) 

 10-37 ボランティア活動

⼩項⽬ ア 考え⽅・⽅針・⽬標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決⽅向 エ イの参照資料等

10-37-1  学⽣のボラ
ンティア活動を奨励
し、具体的な活動⽀援
を⾏っているか

【本年度中⽌】
ボランティア活動推奨の⼀環と
して、学⽣全員が在学中に1回
以上、希望施設でのボランティ
ア活動⽀援を⾏う。

教会で⾏われている【本年度中
⽌】
⼦ども⾷堂の運営補
助、保育園での保育補助等をボ
ランティア活動として学⽣に義
務付けている。

【本年度中⽌】
実施時期の検討。事前・事後学
習の在り⽅等を確⽴させたい。

中項⽬総括 特記事項（特徴・特⾊・特殊な事情等）

保育者を養成することが主⽬的である学校として、地域との連携は、福祉や教
育の効果を無視することはできず、実施内容を限定することとなる。このた
め、連携相⼿との良好な関係を築く必要があるが、それは⼀定の成果を得てい
る。 

新型コロナ感染防⽌により中⽌。 
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